【評議員会議事録参考例】

社会福祉法人○○会第○回定時評議員会議事録

１. 招集年月日　　 令和〇年〇月〇日　（留１）　

[bookmark: _Hlk536553072]２.　開催日時　　　　令和〇年〇月〇日（○曜日）　午前○時○分から午前○時○分まで（留２）
　　　　
３.　開催場所　　　　社会福祉法人○○会法人本部　会議室　　

４.　出席者　　　　　　（　評議員総数　７名　）　（留３）　
　　　
　評議員　       　　 　６名    ○○○○  ○○○○  ○○○○
○○○○  ○○○○  ○○○○
理事出席者　　（留４）　　４名　　　理事長 ○○○○　常務理事○○○〇　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 理事  ○○○○　　理事 ○○○○　　　
監事出席者　　（留４） 　１名　　　監事 ○○○○　　 
職員等出席者  　　　　 　 ３名　　 事務局長 ○○○○　　
特別養護老人ホーム○○施設長　○○○○
○○保育園園長　○○○○
　　　　
５.　欠席者　　　　　　評議員　　　　　1名　 　○○○○　（留５）

６.　議長　　　　　　  評議員       ○○○○　（留６）

７. 議事録の作成に係る職務を行った者　　理事長　○○○○　（留７）

８.　決議に特別の利害関係を有する評議員　　
　　　 該当者なし（留８）

９.　議題　　（留９）
　　　（１）報告事項
　　　　　　令和○年度事業報告について　　　
　（２）決議事項 
　　　　　　第１号議案　令和○年度計算書類・財産目録の承認の件
　　　　　　第２号議案　理事６名及び監事２名の選任の件　　
　　　　　　第３号議案　役員の報酬額決定及び役員等報酬規程改正の件
　　　　　　第４号議案　定款変更の承認の件

１０.　評議員会の議事の経過の要領およびその結果
定刻、評議員総数７名のところ、６名の出席により、本日の評議員会が定款に定める定足数を満たし、評議員会が有効に成立していることを確認後、○○事務局長が開会を告げた。○○理事長の挨拶の後、出席評議員の互選により議長の選出を行い、○○○○評議員が議長に選出された。議長は、出席評議員の了承により議事録署名人として○○○○評議員及び○○○○評議員を指名した。
また、事務局より、評議員会の招集通知において、決議事項に特別の利害関係を有する評議員が存するかを確認した結果、本日の議案について該当する評議員はいない旨が報告された。　

[bookmark: _Hlk535655701]理事長挨拶　　○○○○○○


[bookmark: _Hlk536283018]（１）　報告事項　令和○年度事業報告について　（留１０）
○○常務理事から、令和○年度事業報告書に基づき説明が行われた。
○○議長　　 それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○評議員 　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　 ○○○○○○○○○○○○
○○議長　　　その他にご意見、ご質問等はございませんか。
ないようでしたら、本件について、報告事項として了承するということでよろしいでしょうか。
　　　     　　　（異議なしとの声あり）
○○議長　  本件は了承されたものと認めます。報告事項は以上です。
続いて、決議事項の審議に移ります。
まず第１号議案につきまして、説明をお願いします。

[bookmark: _Hlk536553147]（２）　決議事項第１号議案　令和○年度計算書類・財産目録の承認の件　（留１１）

○○常務理事から、令和○年度決算報告書に基づき令和○年度計算書類及び財産目録について説明があった。また、○○監事から、監査報告に当たり、監事全員の意見が一致していることの説明があった上で、監査報告書に基づき、監事監査の結果について報告があった。　（留１２）

○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○評議員　○○○○○○○○○○○○
○○常務理事　○○○○○○○○○○○○
○○監事　　○○○○○○○○○○○○
○○議長　　その他にご意見、ご質問等はございませんか。
ないようでしたら、お諮りしたいと思います。
第１号の議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）
○○議長　　全員挙手ですので、第１号議案は出席評議員全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。　（留１３）（留１４）　　

第２号議案　理事６名及び監事2名の選任の件　（留１５）（留１６）
○○理事長から、本定時評議員会の終結をもって理事及び監事全員が任期満了になること、理事会が提案する理事及び監事候補者の名簿を本評議員会に提出したこと及び各候補者の略歴等について、議案資料「次期役員候補者名簿」により説明があった。さらに、監事の選任に関する議案については現監事の過半数の同意が必要とされている旨及び全監事より、議案資料の監事候補者に同意する旨の書面を受け取っている旨の説明があった。

○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○評議員　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○議長　　その他にご意見、ご質問等はございませんか。
ないようでしたら、お諮りしたいと思います。役員の選任につきましては、定款に基づき、候補者ごとに決議することとなっておりますので、お一人ずつ賛否をお諮りいたします。

候補者ごとに決議を行った結果、各候補者とも出席評議員全員の挙手賛成により、以下の者が選任された。
　　　理事　６名　○○○○、○○○○、○○○○、○○○○、○○○○、○○○○
監事　２名　○○○○　○○○○

＜（または全員一致でない場合）＞
「候補者ごとに決議を行った結果、理事○○○○、理事○○○○、理事○○○○、理事○○○○、監事○○○○は出席評議員全員の挙手賛成、理事○○○○は出席評議員のうち５名の、理事○○○○は出席評議員のうち４名の、監事○○○○は出席評議員のうち５名の挙手賛成により選任された。」
　
第３号議案　役員の報酬額決定及び役員等報酬規程の改正件　（留１７）

○○理事長から、「理事及び監事の報酬総額（案）」により、役員の報酬額について、理事について各年度○○万円以内、監事について各年度○○万円以内とする案が説明され、また、具体的な支給基準とその算定根拠について、「役員等報酬規程改正（案）」により説明があった。

○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
[bookmark: _Hlk536553269]○○評議員　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○議長　　 その他にご意見、ご質問等はございませんか。
ないようでしたら、お諮りしたいと思います。
第３号の議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）
○○議長　　 全員挙手ですので、第３号議案は出席評議員全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。

第４号議案　定款変更の承認の件　（留１８）

○○常務理事より、令和○年○月〇日の第○回理事会において決定した新規事業の「小規模多機能型居宅介護事業の経営」を、定款第１条（２）第二種社会福祉事業に追加する旨の定款変更について説明があった。　（留１９）　　

変更後の定款
（目的）
第１条　この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。

（１）第１種社会福祉事業
（イ）障害児入所施設の経営
[bookmark: _Hlk535054204]（ロ）特別養護老人ホームの経営
（ハ）障害者支援施設の経営
（２）第２種社会福祉事業
（イ）老人デイサービス事業の経営
（ロ）老人介護支援センターの経営
（ハ）保育所の経営
（ニ）障害福祉サービス事業の経営
（ホ）相談支援事業の経営
（ヘ）移動支援事業の経営
（ト）地域活動支援センターの経営
（チ）福祉ホームの経営
（リ）小規模多機能型居宅介護事業の経営

○○議長　　 それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○評議員　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○議長　　 その他にご意見、ご質問等はございませんか。
ないようでしたら、お諮りしたいと思います。
第４号の議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）
（留２０）（留２１）
○○議長　　全員挙手ですので、第４号議案は出席評議員全員の賛成をもって原案どお り可決承認されました。

○○議長　本日の議題はすべて終了しました。これをもちまして、本日の評議員会を閉会
　　　　　　　させていただきたいと存じます。本日はありがとうございました。


ここに議事の経過の要領およびその結果を記載し、議長および議事録署名評議員は次のとおり記名押印する。　




令和○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○会　定時評議員会　（留２２）
（留２３）　評議員（議長）　 ○○○○　㊞
評議員　 　　　  ○○○○　㊞
評議員　       ○○○○　㊞
議事録作成者　　理事長　　　　　　 ○○○○　㊞

「議案資料」
（1） 決議事項
　第２号議案「理事６名及び監事２名の選任の件」資料

社会福祉法人○○会　「次期役員候補者名簿（案）」
（理事）
	
	氏名
	生年月日
	住　所
	職　業
・
所属等
	理事要件の区分別該当状況　（注１）
	各理事と親族等特殊関係にある者の有無
	備考
	改選区分

	理事
	Ａ
	S○．○．○
	○○○○
	○○㈱会長
	経営識見
	　有　・　無
	Ｅの兄
	再任

	理事
	Ｂ
	S○．○．○
	○○○○
	－
	経営識見
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｃ
	S○．○．○
	○○○○
	民生委員
	福祉実情
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｄ
	S○．○．○
	○○○○
	当法人○○園園長
	管理者
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｅ
	S○．○．○
	○○○○
	当法人○○苑施設長
	管理者
	　有　・　無
	Ａの弟
	新任

	理事
	Ｆ
	S○．○．○
	○○○○
	－
	福祉実情
	　有　・　無
	
	新任


全候補者が欠格条項、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと及び各理事と特殊の関係にある者が社会福祉法第４４条第６項に定める上限を超えて含まれていないことを確認済み
（※１）「理事要件の区分別該当状況」
「経営識見」・・・ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
「福祉実情」・・・ 法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
「管理者」  ・・・ 施設の管理者

（監事）
	
	氏名
	生年月日
	住　所
	職業
	　監事要件の区分別該当状況　（注２）
	備考
	改選区分

	監事
	Ｇ
	S○．○．○
	○○○○
	
	事業識見
	
	再任

	監事
	Ｈ
	S○．○．○
	○○○○
	税理士
	財務識見
	
	再任


全候補者が欠格条項、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと、理事又は職員を兼ねていないこと及び各役員と社会福祉法第４４条第７項に定める特殊の関係にある者が含まれていないことを確認済
（※２）「監事要件の区分別該当状況」
「事業識見」・・・　社会福祉事業について識見を有する者
「財務識見」・・・　財務管理について識見を有する者





























[bookmark: _Hlk529900562]（留意事項）
[bookmark: _Hlk535669454]（留１）「評議員会の招集」について

★「招集年月日」の議事録への記載は必須ではありません。

（１）招集年月日
「招集日は招集通知書の日付（発出日）です。」
・招集年月日は、招集通知書の年月日（発出日）になります。
[bookmark: _Hlk536556517]・招集年月日は、議事録に必ず記載しなければならない事項（規則第２条の１５第３項）ではありませんが、招集通知が適法に発せられたことを議事録でも明確にしておくことが望ましいと思われるので、本文例では記載しています。

（２）招集権者
[bookmark: _Hlk536800523][bookmark: _Hlk536800734]「理事会の決議に基づき、原則理事長が招集しますが、評議員は、理事（理事長）に対して、評議員会の招集を請求することができます。」
[bookmark: _Hlk536799655]・評議員会は、原則として理事（理事長）が招集します（法第４５条の９第３項）。評議員会を招集するには、原則として、理事会での招集決議が必要です。
[bookmark: _Hlk22951]・なお、評議員は、理事（理事長）に対して、評議員会の目的である事項（議題）及び招集の理由を示して、評議員会の招集を請求することができます（同条第４項）。この請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合等には、評議員自らが所轄庁の許可を得て評議員会を招集することができます（同条第５項）。
 (
（定款変更Q&A問１０
）
問　評議員会及び理事会の招集は当初から理事長以外の理事が収集する旨定めても問題ないか。
答　評議員会及び理事会の招集は本来すべての理事に備わっている権限であり、理事長以外の理事が収集する旨定めてもよい。
)

（３）招集手続
[bookmark: _Hlk23404][bookmark: _Hlk536800432]「評議員会を招集する場合は、法令で定める事項（日時・場所・議題・議案）を理事会で決議し、１週間前までに、各評議員に対して、書面又は電磁的方法により通知を発出しなければなりません。」
・評議員会を招集するには、まず、①評議員会の日時及び場所、②議題、③議案といった招集事項を理事会の決議で定める必要があります（法第４５条の９第１０項において準用する一般法人法第１８１条）。
・次に、評議員会を招集する者（理事長）は、招集事項（①評議員会の日時及び場所、②議題、③議案）を記載した招集通知を、評議員会の日の１週間前（定款により短縮可能）までに、各評議員に対して、書面又は電磁的方法（電子メール等）により発出しなければなりません。

（イ）「目的である事項とは議題のことです。」
・「目的である事項」とは、議題のことであり、決議事項と報告事項があります。上記①・②・③　のすべてを評議員会の招集通知に記載しなければなりません。

[bookmark: _Hlk536557333]（ロ）「通知は１週間前までに発出しなければなりません。」
・「１週間前まで」とは、評議員会の日と通知を発する日の間に中７日（発送日を除いて１週間（７日）の日数が必要で、１週間前までに行うのは発送（招集通知書の発信日付）であり、到着までは不要です。また１週間の期間は定款で短縮が可能です。
・例えば、評議員会を6月２７日（木）に開催するのであれば、６月１９日（水）までに招集通知を発出しなければなりません。つまり、評議員会の開催日の8日前が招集通知の発出期限ということになります。

 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「評議員会の招集通知に記載しなければならない事項と発出期限」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」（抜粋）
１　評議員会の招集が適正に行われているか。
「チェックポイント」（抜粋）
○評議員会の招集通知を期限までに評議員に発しているか。
○招集通知に記載しなければならない事項は理事会の決議によっているか。
＜指摘基準＞（抜粋）
・評議員会の日時及び場所等が理事会の決議により定められていない場合
・評議員会の１週間前（又は定款に定めた期間）までに評議員に通知がなされていない場合
・電磁的方法により通知した場合に、評議員の承諾を得ていない場合
・評議員会の招集通知に必要事項が記載されていない場合
)

 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２９－３
）
問　評議員会の招集を決定する理事会と、その後開催する評議員会の開催日は、何日の間隔を置くことになるのか。
答　定時評議員会においては、計算書類等の備置きおよび閲覧に係る規定（改正法第４５条の３２第１項）との関連から、２週間の間隔を空ける必要があるが、それ以外の評議員会については１週間の間隔を置くことになる。
（経営組織Ｑ＆Ａ問２９－４
）
問　定時評議員会の招集通知は、計算書類等を添付して、「２週間前」に発しなければならないのか。
答　計算書類等の備置きの始期は定時評議員会の日の２週間前の日からであるが、招集通知については１週間前までに通知を発すれば足りる。
)
[bookmark: _Hlk536801224]
（ハ）電磁的方法（電子メール等）による通知
[bookmark: _Hlk205368]「電磁的方法により通知を発出することも可能ですが、この場合には、事前に当該相手方の評議員の承諾を得ておかなければなりません。（理事会の招集通知の発出の場合と異なりますので、留意が必要です。）」

・この場合、電磁的方法による通知の発出は、当該相手方の評議員の承諾に基づき、それぞれの評議員に対して行われるものであり、承諾のない評議員に対しては、電磁的方法によって通知を発することはできず、書面により通知を行う方法で行わなければなりません。

 (
【参　考】
実際に電子メールで通知を発出する場合、
事前に、収集可能な者のメールアドレスを把握し、その全員に招集通知を送信する旨を電子メールにて通知する。
①の後、返信のあった者については、改めて招集通知を電子メールで発出する。
メールアドレスが収集できない者や書面での通知を希望する者に対しては、書面にて通知する。
等の方法が想定されます。
)

（ニ）招集手続の省略　　
「省略には評議員全員の同意が必要です。」
[bookmark: _Hlk632684]
・評議員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることなく評議員会を開催できます。
・この場合には、招集の通知は省略できますが、評議員会の日時等に関する理事会の決議（法第４５条の９第第１０項）は省略できないことに留意が必要です。
・また、評議員全員の同意があったことが、客観的に確認できる書類の保存が必要です。
　⇒　同意書


（留２）「評議員会の開催」について

（１）定時評議員会の開催時期
「定時評議員会は、遅くとも6月中（又は定款に定めるときまで）に開催する必要があります。」
・定時評議員会は毎会計年度の終了後一定の時期に招集されなければならず（法第４５条の９第１項）、また、計算書類等については、毎年６月末までに定時評議員会の承認を受ける若しくは定時評議員会に報告した上で、所轄庁に届出をしなければなりません（法第４５条の３０、第４５条の３１、第５９条１項）。
・そのため、定時評議員会は遅くとも６月中には開催する必要があります。
・定時評議員会のほか、必要がある場合はいつでも評議員会を開催することができます。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「定時評議員会の開催時期」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」
１　評議員会の招集が適正に行われているか。
「チェックポイント」（抜粋）
○定時評議員会が毎会計年度終了後一定の時期に招集されているか。
＜指摘基準＞（抜粋）
・定時評議員会が計算書類等を所轄庁に届け出る毎年６月末日（定款に開催時期の定めがあるときはそのとき）までに招集されていない場合
)
[bookmark: _Hlk600009]（留３）「評議員総数と途中出席者または退席者」について

（１）評議員総数の記載
[bookmark: _Hlk632784]・評議員総数は、定足数を満たしているどうかを明らかにするために、定款で定められた評議員定数ではなく、評議員の現員数を総数として記載します。

（２）当該場所に存しない評議員
当該場所に存しない評議員であっても、テレビ会議、電話会議等によって評議員会に参加することは可能です。これについては、各出席者の音声が即時に他の出席者に伝わり、即時・双方向の意思伝達が可能であれば、ZOOM等の手段も可と解されます。
　このように、評議員会が開催された場所に存しない評議員が評議員会に出席した場合には、当該出席方法を議事録に記載する必要があります（規則第２条の１７第３項１号）
　例えば、評議員の出席者６名の内、他の仕事で出張中である評議員１名が電話会議によって出席した場合、次の様な文例となります。

[bookmark: _Hlk899939]　　　４　出席者　　　　（評議員総数　 ７名）　
評議員　６名　　A、B、C、D、E、F
（評議員Fは、㈱○○会議室より電話会議によって出席）
（以下略）

また、議事録において「評議員会の議事の経過の要領及びその結果」の議案審議開始前の部分で「電話会議システムを用いて、評議員会を開催する旨」を記載するとともに、議案審議終了段階の議事録において「電話会議システムが、終始異常なく機能した旨」の記載を行うことも考えられます。

(３)途中出席者または退席者がいる場合の定足数
・なお、定足数は、開会時に充足されているだけでは足りず、討議・議決の全過程を通じて維持されなければなりません（最高裁昭和４１年８月２６日判決）。特に途中退席者がいる場合は、それ以降の討議・議決に対する定足数の確認に留意が必要です。
・そのため、議事の途中からの出席又は退席者がいる場合には、どの議案の審議から、あるいはどの議案の審議までその評議員が参加していたのかを明らかになるように、議事録に記載しなければなりません。
・この場合議事録には、「４出席者」のところに、途中から出席した評議員がいる場合は、「評議員○○は、交通機関の遅延により議案第２号から出席した。」、途中で退席した評議員がいる場合は、「評議員△△は、体調不良により議案第３号の決議まで参加し退席したため、議案第４号の決議には参加しなかった。」と記載します。
・併せて第３号議案と第４号議案の間に、「議長は、評議員△△が体調不良のために途中退席する旨、これに伴い評議員総数７名のところ出席評議員は５名となるが定足数を満たしている旨を確認し、議事を進行した。」と記載します。

（留４）「理事・監事の出席」について

「欠席することについて正当な理由がない限りは、すべての理事及び監事は、評議員会に出席を求められているとも解されます。　すくなくとも説明義務を果たせる理事及び監事の出席が必要です。」
・理事及び監事は、評議員会において、評議員から特定の事項について説明を求められた場合には、当該事項について説明しなければなりません（法第４５条の１０）。
・法には、理事及び監事が評議員会に出席すべき義務を定めた規定はありませんが、法４５条の１０の規定は、理事及び監事の評議員会への出席義務を定めたものとも解することができます。しかし、すべての理事及び監事が出席していなくても、出席した理事及び監事によってこの説明義務を果たせるのであれば、すべての理事及び監事の出席を求めるものではないとも考えられます。　
・なお、本議事録例では、代表理事は「理事長」、業務執行理事は「常務理事」と表記してあります。

（留５）「欠席者」について①（評議員会）

★「欠席者」に関する記載（人数、氏名等）は必須ではありません。
（１）欠席者の記載
・評議員の欠席者の記載については、法では定めはありませんが、欠席者がいる場合には、欠席者とその理由を議事録の「５欠席者」の欄に記載しておくことが望ましいと考えられます。
・評議員の評議員会への出席については、「欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる評議員がいる場合」は文書指摘を行うことになっていますが、「自然災害」「本人の病気・けが」「その他、法人の責めに帰さないやむを得ない理由があると、所轄庁が認めた場合」には、欠席回数のみをもって文書指摘が行われないこともあり得るとされています。
・よって、この場合には、議事録には、「○○評議員は急病のため欠席した。」等と記載します。

（２）評議員会の開催日の日程調整
・指導監査ガイドラインで、評議員に関して名目的、慣例的に選任されているかの判断基準として「原則として、当該年度及びその前年度の評議員会を全て欠席している者であることとする。ただし、指導監査を行う時点において、前記の評議員会の開催が１回のみである場合には、直近２回の評議員会を欠席している者であることとする。」とあります。
・そのため、特定の評議員が連続して欠席することにならないように、評議員会の開催日の日程調整を行う必要があります。
・特に、前回の評議員会を欠席した評議員がいる場合には、その評議員が必ず出席できる日程で調整することが必要です。
・２回以上続けて欠席しても指摘事項としない例外事由は、法人側に責任のないやむを得ない理由がある場合で、①自然災害②本人の病気・けが③その他法人の責めに帰さないやむを得ない理由があると所轄庁が認めた場合です。（指導監査Q＆A「問１８」）
・そのため、欠席理由を何らかの形で記録に残しておくこと（例外事由に該当するかどうかを含めて）が必要です。

（留６）「議長」について①（評議員会）
「議長の氏名を議事録に記載します。」

[bookmark: _Hlk535665830]（１）議長の選任方法　
議長の選考方法は定款又は定款細則等で定めておくことが望ましいとされています。
[bookmark: _Hlk535665662][bookmark: _Hlk535664861]・「評議員会の議長が存するときは、議長の氏名」を議事録に記載することとされています（規則第２条の１５第３項６号）。
[bookmark: _Hlk535665743]・法には、評議員会の議長に関する規定はなく、議長を定めることは求められていませんが、実務上は議長を定める例が大半であると思われます。
[bookmark: _Hlk535665206]・議長の選任方法は、法令の定めはありませんが、選任方法について、「評議員会の議長は、評議員の互選により選任する。」などと、定款に定めておくか、定款細則等に委任しておくことが望ましいとされています。
・本議事録例では、「評議員の互選で定める」と規定している定款に基づいて、「評議員の互選で選任する」場合を記載しています。
[bookmark: _Hlk535665453][bookmark: _Hlk536607381]・また、定款若しくは定款細則等において、「評議員会の議長は○○とする。」と特定の者を議長と定めた場合には、あらかじめ定めた議長に事故あるときや欠けたとき又は特別な利害関係を有する者で議長になれないときのため、次順位で議長になる者を、定款若しくは定款細則等において定めておくか、またはそのような場合には「互選で選任する」旨を併せて定めておく必要があります。
・あらかじめ定めた次順位者が議長に就任する場合は、議事録には、
「定款で定めた議長の○○が病気により欠席しているため、定款で定めた順序に従い、（又は、出席評議員の互選により）△△が議長に就任した。」と記載します。
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２９-
２
）
問　定款例（案）第１４条の備考において「議長」とあるが、その選任方法如何。
答
1
．社会福祉法において議長に係る規定はないが、議長を置くことは可能である。
２．議長の選任方法は任意であるが、選考方法について定款に定めておくか、定款で規則等に委任しておくことが望ましい。
)

[bookmark: _Hlk535665881]（２）特別の利害関係を有する評議員の議長選任の可否　
「特別利害関係人は議長にはなれません。」
・特別の利害関係を有する評議員は議長にはなれないと解されます。
[bookmark: _Hlk536607976]・当該議案について、議長が特別利害関係人に該当する場合は、議長が途中で交代し、その旨を議事録に記載することになります。
議事録には、「第○号議案については、議長である○○が特別利害関係人であるため、出席評議員の互選により△△が議長となり、議事を進行した。」と記載します。

（留７）「議事録の作成及び議事録作成者」について①（評議員会）

★評議員会議事録においては、「議事録の作成に係る職務を行った者の氏名」の記載は必須です。

（１）議事録の作成
「議事録には必要事項が記載され、主たる事務所に１０年間、写しを従たる事務所に５年間備え置かなければなりません。」
・評議員会の議事録は法令に基づき書面又は電磁的記録により作成され、必要事項が記載され、評議員会の日から法人の主たる事務所に１０年間（法第４５条の１１第２項）、写しを従たる事務所に５年間備え置かなければなりません（同第３項）。
・評議員会議事録は、その写しを従たる事務所にも備え置かなければならないことに留意が必要です。（理事会議事録は従たる事務所に備え置く必要はありません。）
・ただし、当該議事録が電磁的記録をもつて作成されている場合であって、従たる事務所に備え置かなくとも閲覧に対応できる措置をとっている場合には、従たる事務所での備え置きは不要です（同第３項）。
・議事録に記載しなければならない内容については、規則第２条の１５第３項に定められています。
・理事長の挨拶の議事録への記載は、必須ではありませんが、一般的と思われますので、本文例では記載しました。　
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「議事録の作成と記載事項及び保存」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」（抜粋）
３評議員会について、適正に記録の作成・保存を行っているか。
「チェックポイント」　 
 
○厚生労働省令に定めるところにより、議事録を作成しているか。
○議事録を法人の事務所に法定の期間備え置いているか。
＜指摘基準＞
・議事録が作成されていない場合
・議事録の必要事項が記載されていない又は不十分である場合
・議事録が、評議員会の日から法人の主たる事務所に１０年間、従たる事務所に５年間備え置かれていない場合
・評議員会の決議を省略した場合に、同意の意思表示が行われた書面又は電磁的記録が、法人の主たる事務所に評議員会の決議があったとみなされた日から１０年間備え置かれていない場合
・定款に議事録署名人に関する規定がある場合に、当該規定による署名又は記名押印がなされていない場合
)

（２）議事録作成者
「評議員会議事録は、議事録の不実記載や備え置きに責任を有する理事長が作成することが望ましいと考えられます。」
・規則第２条の１５第３項第７号において、評議員会議事録には、「議事録の作成に係る職務を行った者の氏名」が議事録の記載事項として定められています。
・社会福祉法は評議員会の議事録の作成義務者を定めていませんが、理事長は、法第１３３条において議事録の不実記載や備え置きに責任を有する者として規定されていますので、本議事録例では、議事録の作成に係る職務を行った者（議事録作成者）を理事長として、「７議事録の作成に係る職務を行った者　理事長　○○○○」と記載しています。
・会社法の株主総会の議事録作成義務者については、法的には、議事録の作成義務者を明記していませんが、議長とする説と代表取締役とする説があります。
これについては、総会議事録の備置きに関する義務が代表取締役にあること、議事録の不実記載に関する罰則が取締役を対象としていることなどから、代表取締役を作成義務者とする説が有力です。
・法第１３３条においても、会社法と同様な罰則規定が設けられていることから、「評議員会議事録の作成に係る職務を行った者」は理事長が望ましいと考えられます。


（３）議事録作成者の記名押印
・下記のQ＆Aのとおり、議事録の原本を明らかにし、改ざんを防止する観点等から、評議員会の議事録についても、議事録作成者が記名押印を行うことが望ましいとされています。
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２５
）
問　評議員会の議事録には、理事、監事又は評議員が記名押印する必要があるか。
答 １．評議員会の議事録は、評議員会の記録・証拠であるが、理事会の議事録のように出席理事等の署名又は記名押印から生ずる特別の法的効果（法第４５条の１４第８項参照）はないことから、法では、理事等の議事録への記名押印は、特に必要としていない（注１）。
２．しかし、議事録の原本を明らかにし、改ざんを防止する観点等から、評議員会の議事録についても、議事録作成者が記名押印を行うことが望ましいと思われる。
)

（４）理事長が評議員会を欠席した場合や退任した場合の議事録作成者
・理事長が評議員会に出席しなかった場合でも、法第１３３条及び評議員会議事録に関する上記のQ＆Aの趣旨に基づき、理事長が議事録の作成を行い、理事長が「議事録の作成に係る職務を行った者」として記名押印することが望ましいと考えます。
・欠席した理事長が議事録を作成する是非については、規則第２条の１５第３項第７号には「議事録の作成に係る職務を行った者の氏名」とのみあり、「評議員会に出席した者」という規定はありません。また、実際に評議員会が開催されずに（理事長が評議員会に出席していない）評議員会の決議を省略した場合の、規則第２条の１５第４項第１号も「議事録の作成に係る職務を行った者の氏名」とあり、議事録の作成に係る職務を行った者が、評議員会に出席していなくても、議事録の作成に係る職務を行った者としています。
・よって、理事長が、評議員会を欠席した場合でも、理事長が議事録作成者になることができると解されます。（私見）
・定時評議員会において、現在の理事長が退任する場合は、新たに選任される理事長（新理事長）が議事録作成者となると解します。（私見）
・会社法では、議事録の作成権限のある者については、①総会に参加した取締役が議事録を作成するという見解（総会時点説）と、②議事録作成時の取締役が作成するという見解（作成時点説）があります。
・①の見解では、現在の理事長に作成権限があり、一方、②の見解では、退任した理事長に作成権限はなく、新たに選任された理事長に作成権限があります。
・議事録は、定時評議員会終了後に作成されるのが通常で、現在の理事長が死亡した場合や議事録の作成を拒否した場合（解任等）、また新たな理事長の就任登記を新理事長が申請することから、②の見解に従い、新たに選任される理事長が議事録作成者となると解します。
・この場合、新たに選任される理事長が、定時評議員会に出席していないケースも考えられますが、上記のとおり、新たに選任された理事長が議事録作成者になることができると解されます。

（留８）「特別の利害関係」について①（評議員会）
[bookmark: _Hlk536601309]
[bookmark: _Hlk535665943]（１）「特別の利害関係」の意義とその確認方法　
「法人として決議を行う前に、特別の利害関係を有する評議員の存否の確認が必要です。」

（イ）評議員と法人との特別の利害関係とは
・「特別の利害関係」とは、評議員が、その決議について、法人に対する善管注意義務（法第３８条、民法（明治２９年法律第８９号）第６４４条[受任者の注意義務]）を履行することが困難と認められる利害関係を意味するものです。

[bookmark: _Hlk536867424]（ロ）特別の利害関係の確認
・特別の利害関係を有する評議員の存否については、その決議を行う前に、法人が各評議員に確認しておく必要があります。
・指導監査ガイドラインに、「評議員会の招集通知と併せて、当該評議員会の議案について特別の利害関係を有する場合には法人に申し出ることを定めた通知を発した場合や、評議員の 職務の執行に関する法人の規程で、評議員が評議員会の決議事項と特別の利害関係を有する場合には届け出なければならないことを定めている場合には、個別の議案の議決の際に改めて確認を行う必要はなく、決議に利害関係がある評議員がいない場合には、議事録の記載も不要である。」とされています。
・ただし、上記のいわゆる「通知方式」や「規程方式」を採用する法人であっても、議事録にこの「決議に特別の利害関係を有する評議員」の項目を設ける事は問題がありませんし、むしろその方がわかりやすいと思われるため、本文例では議事録に必ずこの記載を入れることとしています。
[bookmark: _Hlk610278]
[bookmark: _Hlk610037]（ハ）「招集通知と併せて特別の利害関係を有する場合には法人に申し出ることを定めた通知」
評議員会の招集通知に、次のとおり記載します。
「ご出欠につきまして、別紙「出欠確認回答書」により、令和〇年〇月〇日までにご回答をお願いします。また、社会福祉法第45条の9第8項の規定により、決議事項に特別の利害関係を有する評議員は議決に加わることができないこととなっていることから、これを確認するため、今回審議する議案につきまして、「特別の利害関係の有無」欄に該当の有無を御記入くださいますようお願いします。」
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「特別の利害関係を有する評議員の確認と議決権の行使」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」（抜粋）
２　決議が適正に行われているか。
「チェックポイント」
○決議に必要な数の評議員が出席し、必要な数の賛成をもって行われているか。
○決議が必要な事項について、決議が行われているか
○特別決議は必要数の賛成をもって行われているか。決議について特別の利害関係を有する評議員が議決に加わっていないか。
＜指摘基準＞
・成立した決議について、法令又は定款に定める出席者数又は賛成者数が不足していた場合
・決議を要する事項について、決議が行われていない場合
・成立した決議に特別の利害関係を有する評議員が加わっていた場合
・決議に特別の利害関係を有する評議員がいるかを法人が確認していない場合
)

[bookmark: _Hlk535666001]（２）議決への影響　　
「特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることができず、定足数にも算入されません。」
・特別の利害関係を有する評議員は、議決に加わることができず（法第４５条の９第８項）、審議にも参加できないと解されます。
・また、定足数の算定の基礎にも算入されません（法第４５条の９第６項）ので、特別の利害関係を有する評議員がいる場合、定足数の確認に注意が必要です。
・評議員総数７名、特別の利害関係を有する評議員２名の場合、定足数は、議決に加わることができる評議員数５名（７名-２名）の過半数の３名となり、特別の利害関係を有する評議員を除く３名の評議員の出席が必要です。
・特別の利害関係を有する評議員がいる場合には、当該評議員が審議及び議決に加わっていない旨を議事録において明確にすることが必要です。
・議事録には、
「８.　決議に特別の利害関係を有する評議員　　第○号議案について○○評議員及び○○評議員が該当、他は該当者なし」と記載し、さらに当該議案の審議状況について
「○○○○評議員及び○○○○評議員は、本件議案につき特別の利害関係を有するため、審議及び議決に参加しなかった。」
「議事の結果として、特別の利害関係を有する○○評議員及び○○評議員を除くその他の評議員は全員賛成したので、賛成多数により本件は原案のとおり議決されたものと認めます。」
と記載します。

（留９）「議題と議案」について①（評議員会）

「評議員会の場で議題の追加（発議）はできませんが、議題の範囲内で議案を提出することはできます。」

（１）議題の提案権
・評議員は、理事に対して一定の事項を議題とすることを請求できます（法第４５条の８第４項で準用する一般法人法第１８４条）。
・ただし、この請求は、評議員会の日の４週間前（定款による短縮が可能）までにしなければなりません。
・これは、評議員会は、招集通知に掲げられた議題以外の事項については、決議することができないため、評議員会の日の１週間前までに発出する招集通知に議題を記載できるようにする必要があるからです。

（２）評議員会での議題の追加
・評議員会は、招集通知に掲げられた、一般法人法第１８１条第１項第２号に掲げる「評議員会の目的である事項」（議題）以外の事項については、決議をすることはできません（法第４５条の９第９項）。
・ただし、法第４５条の１９第６項において準用する同法第１０９条第２項の会計監査人の出席を求めることについては、この限りではありません。

（３）議案の提案権
[bookmark: _Hlk535682338]・一方、評議員は、評議員会の場において、「評議員会の目的である事項」（議題）の範囲内で（につき）議案を提出することができます（法４５条の８第４項で準用する一般法人法１８５条）。
・例えば、議題が「役員を選任する件」であれば、理事提案の「Ａを選任する」という議案に対し、評議員から「Ｂを選任する」という提案を行うことは可能です。。
この場合、提案された議案（修正動議）から審議することが原則的な取り扱いです。
・議事録には、
「評議員○○から、原案に対し、Bを選任する旨の修正動議が提出された。修正動議を諮ったところ、議決に加わることができる出席評議員の過半数の賛成を得られなかったので否決された。この後、原案について諮ったところ、評議員○○は反対したが、議決に加わることができる評議員のうち４名の賛成をもって、原案どおり可決承認された。」と記載します。
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２４
）
問　評議員会で役員の選任・解任の決議を行う場合、議題に記載されている者以外の者を選任又は解任することは可能か。例えば「Ａを役員として選任する件」という議題について、評議員が「Ｂを選任する」という議題を提案することは可能か。
答　１.評議員は、評議員会の場において、議題の範囲内で議案を提案することができる（法４５条の８第４項で準用する一般法人法第１８５条）とされている。
２.議題が「役員を選任（解任）する件」であれば、理事提案の「Ａを選任（解任）する」という議案に対し、「Ｂを選任（解任）する」という提案を行うことは可能。
３．
これに対し、議題が「Ａを選任（解任）する件」であれば、「Ｂを選任（解任）する」という議案は、当該議題の範囲外であるため、このような提案を行うことはできない。
)

[bookmark: _Hlk536715687][bookmark: _Hlk358791]（留１０）「事業報告」について

「理事会の承認を受けた事業報告の内容を、定時評議員会に報告しなければなりません。」
・理事会の承認を受けた事業報告は、定時評議員会に提出し、又は提供し、その内容を定時評議員会に報告しなければなりません。

[bookmark: _Hlk535670657]（留１１）「決算の承認」について①（評議員会）

「計算書類及び財産目録は評議員会の承認を受けなければなりません。」
[bookmark: _Hlk536715869]・社会福祉法人は、毎会計年度終了後３月以内に、厚生労働省令で定めるところにより、各会計年度に係る計算書類（貸借対照表及び収支計算書をいう。）及び事業報告並びにこれらの附属明細書及び財産目録を作成しなければならなりません。（法第４５条の２７第２項、法第４５条の３４第１項第１号）
・計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書及び財産目録は、厚生労働省令で定めるところにより、監事の監査を受け、監査を受けた計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、理事会の承認を受けなければなりません（法第４５条の２８第３項（規則第２条の４０第２項））。
・このうち計算書類及び財産目録については定時評議員会の承認を受けなければなりません（法第４５条の３０、規則第２条の４０第１項）。
・定時評議員会の招集通知に際しては、理事は、評議員に対して、理事会の承認を受けた計算書類（貸借対照表及び収支計算書）、事業報告及び財産目録並びに監査報告を提供しなければなりません（法第４５条の２９、規則２条の４０第２項）。
[bookmark: _Hlk359399]・また、計算書類等（計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書並びに監査報告（会計監査人設置法人は会計監査報告を含む）を、定時評議員会の日の２週間前から主たる事務所に備え置かなければなりません（法第４５条の３２）。よって、理事会における計算書類の承認は、定時評議員会の２週間前までに行う必要があります。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「決算手続」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（２） 評議員会の招集・運営
「監査事項」　　　 
 
　　
４　決算手続は法令及び定款の定めに従い適正に行われているか。
「チェックポイント」　 
 
○計算関係書類等について、監事の監査を受けているか。
○会計監査人設置法人は、計算関係書類等について、会計監査人の監査を受けているか。
○計算関係書類等は理事会の承認を受けているか。
○会計監査人設置法人以外の法人は、計算書類及び財産目録について、定時評議員会の承認を受けているか。
○会計監査人設置法人は、計算書類及び財産目録を定時評議員会に報告しているか。
＜指摘基準＞
・計算関係書類等に関して、必要な機関の承認を受けていない場合及び必要な報告が行われていない場合は、文書指摘によることとする。
)
[bookmark: _Hlk536716249]
（留１２）「監事の監査報告」について①（評議員会）

「評議員に対し、監事が作成した監査報告を提供しなければなりません。」
・監事の監査報告は、法４５条の３０第１項に含まれておらず、評議員会への提出・提供は必ずしも、必要とはされていませんが、法４５条の２９によって、招集の通知に際して、評議員に提供されることになります。
・評議員会での、監事による監査報告も必須ではありませんが、実務的には評議員会で監事監査報告が行われるのが一般的ですので、本例ではそのように記載しました。

[bookmark: _Hlk636924]（１）監査報告の作成
[bookmark: _Hlk536724834][bookmark: _Hlk26065]・監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければなりません（法第４５条の１８）。　
・監事は、事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い当該社会福祉法人の状況を正しく示しているかどうか、また、当該社会福祉法人の理事の職務の執行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実がないかについての監査報告を作成しなければなりません（規則第２条の３６）。
・また、監事は、計算関係書類が当該社会福祉法人の財産、収支及び純資産の増減の状況を全ての重要な点において適正に表示しているかどうかについての監査報告を作成しなければなりません（規則第２条の２７）。　
・監事は、その職務の遂行のため、いつでも、理事及び当該社会福祉法人の職員に対して事業の報告を求め、又は当該社会福祉法人の業務及び財産の状況の調査をすることができます。（法第４５条の１８第２項）。

（２）監事が監査する計算関係書類の範囲について
・会計監査人設置社会福祉法人において、規則第２条の３１第２号によって会計監査人の監査の方法又は結果を相当とするとき、監事は監査報告の内容に計算関係書類に対する意見を含める必要がありません。
・但し、会計監査人の会計監査の対象となる計算関係書類は法人単位の計算関係書類に限られている（規則第２条の３０第１項第２号）のに対し、監事の監査対象となる計算関係書類は、法人単位の計算関係書類に限定されず、全ての計算関係書類が対象となる事に留意が必要です。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事の監査報告」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　５　監事 
 
（３） 職務・義務
「監査事項」　　　 
 
　　
１法令に定めるところにより業務を行っているか。
「チェックポイント」
○理事の職務の執行を監査し、厚生労働省令で定めるところにより、監査報告を作成しているか。
＜指摘基準＞（抜粋）
・監査報告に必要な記載事項が記載されていない場合
)

（３）監事の評議員会への報告義務
・監事は、理事が評議員会に提出しようとする議案、書類等を調査し、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を評議員会に報告しなければなりません。

[bookmark: _Hlk535666297]（留１３）「議長の議決権」について①（評議員会）

「議長は、可否同数の場合に限り議決権を行使できます。」
・議長は議決権を行使することができず、議決の結果、可否が同数だった場合に限り議決権を行使できます。

・可否同数で、議長が議決権を行使した場合には、議事録には、
（評議員総数７名、出席評議員数７名、特別利害関係評議員なしの場合）
「賛成は、○○評議員、○○評議員、○○評議員の３名、反対は○○評議員、○○評議員、○○評議員の３名。よって、可否同数であることから、議長の賛成の議決により、原案どおり可決と決する。」と記載します。

 (
（定款変更Q＆A問１１
）
問　評議員会及び理事会において議長を置くことや、議長となった者の議決権の行使について、定款に規定しても差し支えないか。
答 可能である。ただし、議長の議決権は可否同数のときの決定権として行使されることとなり、それより前に行使することは二重の投票権を有する結果にもなり、不都合な事態を招く。そのため、可否同数のときより前の議決はできないことに留意することが必要である。
)

（留１４）「評議員会の決議事項及び決議に必要な定足数、賛成数」について

「評議員会で決議を要する事項と決議に必要な賛成数（特に特別決議の賛成数）に注意が必要です。」

（１）「評議員会の決議事項」について
・評議員会の決議は、社会福祉法及び定款で定める事項に限り、決議することができます（法第４５条の８第２項）。
次の事項について、評議員会の決議が必要です。
・　理事、監事、会計監査人の選任及び解任
・　理事、監事の報酬等の決議（定款に報酬等の額を定める場合を除く。）
・　理事等の責任の免除
・　役員報酬等基準の承認
・　計算書類の承認
・　定款の変更
・　解散の決議	
・　合併の承認
・ 社会福祉充実計画の承認
・　その他定款で定めた事項

（２）決議に必要な定足数、賛成数
・評議員会で決議を行うためには、議決に加わることができる評議員の過半数（定款で過半数を上回る割合を定めた場合にはその割合以上）の出席が必要です。
・普通決議は、出席した評議員のうち、議決に加わることができる評議員（出席評議員数から特別利害関係評議員を除く。）の数が基準となり、その過半数の賛成が必要です。
・一方、特別決議は、評議員会への出席・欠席を問わず、議決に加わることができる評議員（評議員総数から特別利害関係評議員を除く。）の数が基準となり、その３分の２以上の賛成が必要です。評議員会の通常の決議と異なり、評議員会に出席した評議員の３分の２以上でないことに留意してください。

（例）　普通決議　　
評議員総数７名、出席評議員数６名、欠席評議員１名、特別利害関係評議員２名の場合
議決に加わることができる評議員数４名（出席者数６名-特別利害関係２名）
過半数は３名
（例）　特別決議　　
評議員総数７名、出席評議員数６名、欠席評議員１名、特別利害関係評議員２名の場合
議決に加わることができる評議員数５名（評議員総数７名-特別利害関係２名）
３分の２以上は　４名

・また、議決権の行使については、書面又は電磁的方法による議決権の行使や代理人又は持ち回りによる議決権の行使は認められません。これは、評議員には、理事と同様、法人との委任契約に基づき、善良な管理者の注意をもってその職務を遂行する義務が課せられており（法第３８条、民法第６４４条）、このような評議員によって構成される評議員会が執行機関に対する牽制・監督を行う機関として十分にその機能を果たすためには、相互に十分な討議を行うことによって決議を行うことが必要であるからであるとされています。

（３）報告事項と定足数
・決議事項ではありませんが、「議題（１）　報告事項　令和○年度事業報告について」の報告の際にも、定足数を満たしている必要があると解されます。　
・法第４５条の９第６項は「評議員会の決議は、議決に加わることができる評議員の過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行う。」と「決議」については定足数を定めていますが、「報告事項」については明文の定めはありません。
・しかし、定足数は、評議員会そのものが成立するための要件であると考えられますので、定足数を満たしていない評議員会への報告は、法令や定款で定められた報告事項であれば、適法に評議員会に報告したことにはならないと考えられます。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「評議員会の決議事項と賛成数」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」（抜粋）
２　決議が適正に行われているか。
「チェックポイント」　 
 
○決議に必要な数の評議員が出席し、必要な数の賛成をもって行われているか。
○決議が必要な事項について、決議が行われているか
○特別決議は必要数の賛成をもって行われている。
○決議について特別の利害関係を有する評議員が議決に加わっていないか。
（注２）特別決議によって行われることが必要な議案（法第４５条の９第７項）
①監事の解任、②役員等の損害賠償責任の一部免除、③定款変更、④法人の解散、⑤法人の合併契約の承認
＜指摘基準＞
・成立した決議について、法令又は定款に定める出席者数又は賛成者数が不足していた場合
・決議を要する事項について、決議が行われていない場合
・成立した決議に特別の利害関係を有する評議員が加わっていた場合
・決議に特別の利害関係を有する評議員がいるかを法人が確認していない場合
)

（留１５）「役員（理事及び監事）の選任」について
[bookmark: _Hlk536773614][bookmark: _Hlk535668371]
[bookmark: _Hlk624377]（１）理事会並びに理事の権限及び義務
・理事会は、全ての理事で構成され（法第４５条の１３第１項）、①法人の業務執行の決定（同法第２項第１号）、②理事の職務の執行の監督（同項第２号）、③理事長の選定及び解職（同項第３号）を行うものであり、理事会を構成する理事は、その理事会における意思決定を通じて業務執行の決定又は監督を行うという意味で、法人の運営における重要な役割を担っています。
・理事は、理事会における議決権の行使等を通じ、法人の業務執行の意思決定に参画するとともに（法第４５条の１３第２項第１号）、理事長や他の理事の職務の執行を監督（同項第２号）する役割を担うこととなります。
・理事には、善管注意義務、忠実義務のほか、法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときの監事への報告義務が課されています（法第３８条、法第４５条の１６第１項並びに法第４５条の１６第４項において準用する一般法人法第８４条及び第８５条）
・また、特別背任罪（法第１３０条の２）及び贈収賄罪（法第１３０条の３）等の罰則が設けられています。

（２）理事の選任　
「理事の選任は各候補者ごとに、評議員会の決議により行います。」
・理事会は、理事候補者を評議員会に提案し、理事の選任は、各候補者ごとに、評議員会において、特別の利害関係を有する評議員を除く出席評議員の過半数の承認による決議により行われます。
・候補者が「社会福祉事業の経営に識見を有する者」（法第４４条第４項第１号）、「事業の区域における福祉に関する実情に通じている者」（同項第２号）又は「施設の管理者」（同項第３号）である旨を説明し、各候補者ごとに決議したことを議事録で確認できるようにしておく必要があります。
[bookmark: _Hlk608192]・評議員会に提出される「理事候補者名簿」には、各候補者について以下の事項を記載します。
· 氏名
· 生年月日
· 住所
· 職業
· 理事要件の区分別該当状況（法第４４条第４項第１号・２号・３号のいずれに該当するかを記載）　
· 各理事と親族等特殊関係にある者の有無
· 欠格事由等については、「全候補者が欠格事由、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと及び各理事と特殊の関係にあるものが社会福祉法第４４条第６項に定める上限を超えて含まれていないことを確認済」と記載します。
[bookmark: _Hlk536773593]・就任の承諾書の有無については、理事の役割の重要性に鑑み、文書による確認（就任承諾書の徴収等）によって行う必要があり、当該文書は法人において保存される必要があります。なお、理事の選任の手続きにおいて、選任された者に対する委嘱状による委嘱が必要とされるものではありませんが、法人において、選任された者に委嘱状により理事に選任された旨を伝達するとともに、就任の意思の確認を行うことは差し支えありません。

[bookmark: _Hlk640531]（定款例）　（決議）
第１３条　
３　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第15条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「理事の選任と就任承諾書の徴収」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　４　理事 
 
（２） 選任及び解任　
「監査事項」
１理事は法令及び定款に定める手続により選任又は解任されているか。
「チェックポイント」（抜粋）
○評議員会の決議により選任又は解任されているか。
＜指摘基準＞（抜粋）
・理事の選任が評議員会の有効な決議により行われていない場合
・理事の就任の意思表示があったことが就任承諾書等により確
認できない場合
（定款変更Ｑ＆Ａ問１６
）
問　評議員、理事、監事又は会計監査人の選任に係る条文において、従来のように「理事長から委嘱する」旨定めなくてもよいか。
答　１.評議員、理事、監事又は会計監査人の委任契約は適正な選任手続と法人からの申込み及び本人の就任承諾によって成立するものと考えられるため、そのような定めは不要である。
２.なお、被選任者との委任契約（就任日等）を明確にするものとして、従来のとおり、就任承諾書を提出してもらうことが適当である。
)
[bookmark: _Hlk536773698][bookmark: _Hlk640574]
[bookmark: _Hlk536773829]（３）理事の員数　　
「理事の員数は６人以上の数を定款に定め選任します。」
[bookmark: _Hlk374244][bookmark: _Hlk376390]・理事の員数は、６人以上の数を定款に定め、その定款に定められた員数を実際に選任しなければなりません。
[bookmark: _Hlk377027]・定款に定めた員数の３分の１を超える者が欠けたときは、「遅滞なく」補充しなければなりません。
・「遅滞なく」補充の手続が進められているかについては、法人において、理事候補者の選定、評議員会への理事の選任の議案提出、又は評議員会の開催等の理事選任に係る手続きに関して、「具体的な検討」や実施が必要であるものとされています。
・定款に定められた員数の３分の１を超えない欠員がある場合は、法令に直接的に明記されているものではありませんが、理事が、理事会の構成員として担う法人の業務執行の決定や、理事長等の職務の執行の監督等の役割を十分に発揮できないおそれがあり、法人運営上適当ではないことから、法人において、理事候補者の検討や補充のスケジュールの検討など欠員の「補充の検討」や手続が進められている必要があるものとされています。
[bookmark: _Hlk640627][bookmark: _Hlk640643] (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「理事の員数と欠員がある場合の補充」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　４　理事 
 
（１） 定数
「監査事項」
１法に規定された員数が定款に定められ、その定款に定る員数を満たす選任がされているか。
「チェックポイント」　
○定款に定める員数が選任されているか。
○定款で定めた員数の３分の１を超える者が欠けたときは遅滞なく補充しているか。
○欠員が生じていないか。
＜指摘基準＞
・定款で定めた員数が選任されていない場合
・定款で定めた員数の３分の１を超える欠員があるにもかかわらず、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、具体的な検討も行われていない場合
・欠員がある場合に、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、補充の検討が行われていない場合
) (
（指導監査Ｑ＆Ａ問１９
）
問　ガイドラインⅠの４の（１）の指摘基準中の、理事の３分の１を超える欠員がある場合の「具体的な検討」と理事に欠員がある場合の「補充の検討」はどのように異なるのか。
答　「補充の検討」については、理事候補者の検討や補充のスケジュールの検討など補充に向けて何らかの検討が行われていれば足りるものであるが、「具体的な検討」については、理事候補者の選定、補充のための理事会の開催時期の決定等具体的な手続きが進行中であることが必要である。
)
[bookmark: _Hlk536773951]（４）監事の選任　
[bookmark: _Hlk640706]「監事の選任は、候補者ごとに評議員会の決議により行なわれ、監事の選任に関する議案の評議員会への提出には、監事の過半数の同意が必要です。」
[bookmark: _Hlk373494][bookmark: _Hlk375359]・監事は、理事の職務の執行を監督し、監査報告を作成するとともに（法第４５条の１８第１項）、いつでも理事及び職員に対して事業の報告を求め、又は当該法人の業務及び財産の状況を調査することができ（同項第２項）、適正な法人運営の確保に関する重要な役割を担っています。
・理事会は、監事候補者を評議員会に提案し、監事の選任は、各候補者ごとに、評議員会において、特別の利害関係を有する評議員を除く出席評議員の過半数の承認による決議により行われます。
[bookmark: _Hlk373485]・法人は、候補者が「社会福祉事業について識見を有する者」（法第４４条第５項第１号[役員の資格等]）又は「財務管理について識見を有する者」（同項第２号）である旨を説明し、各候補者ごとに決議したことを議事録で確認できるようにしておく必要があります。
・さらに、理事会が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するためには、監事が理事の職務の執行（理事会の構成員として行う行為を含む）を監査する立場にあることに鑑み、その独立性を確保するため、監事の過半数（在任する監事の過半数をいう。）の同意を得なければなりません。
[bookmark: _Hlk611449]・「監事選任議案に関する監事の同意書」について
同意書には、
「私は、令和〇年〇月○日開催の第○回定時評議員会に提出予定の監事選任議案について、社会福祉法第４３条第３項において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第７２条第１項に基づき、○○○○氏及び○○○○氏を監事候補者とする議案を提出することに同意いたします。」
と記載します。
・なお、指導監査ガイドラインで、「監事の過半数の同意を得ていたことを証する書類は、各監事ごとに作成した同意書や監事の連名による同意書の他、監事の選任に関する議案を決定した理事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載及び当該監事の署名又は記名押印があるものに限る。）でも差し支えない。」とされています。
[bookmark: _Hlk608982]・また、就任の意思表示の確認は、就任承諾書等文書により、任期開始日までに徴収します。
・評議員会に提出される「監事候補者名簿」には、各候補者について以下の事項を記載します。
· 氏名
· 生年月日
· 住所
· 職業
· 監事要件の区分別該当状況（法第４４条第５項第１号・２号のいずれに該当するかを記載）　
· 欠格事由等については、「全候補者が欠格事由、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと、理事又は職員を兼ねていないこと及び各役員と社会福祉法第４４条第７項に定める特殊の関係にある者が含まれていないことを確認済」と記載します。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事の選任と議案の提出の監事の過半数の同意」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　５　監事 
 
（２） 選任及び解任
　
「監査事項」
１法令及び定款に定める手続により選任又は解任されているか。
「チェックポイント」　
○評議員会の決議により選任されているか。
○評議員会に提出された監事の選任に関する議案は監事の過半数の同意を得ているか。
○監事の解任は評議員会の特別決議によっているか。
（注２）「監事の過半数」については、在任する監事の過半数をいう。
＜指摘基準＞　
・監事の選任が評議員会の有効な決議により行われていない場合
・監事の選任に関する評議員会の議案について、監事の過半数の同意を得たことが確認できない場合
・監事の解任が評議員会の有効な特別決議により行われていない場合
・監事の就任の意思表示があったことが就任承諾書等により確認できない場合
)

[bookmark: _Hlk536776351][bookmark: _Hlk640760]（５）監事の員数　　
「監事の員数は２人以上の数を定款に定め選任します。」
[bookmark: _Hlk536774088]・監事の員数は、２人以上の数を定款に定め、その定款に定められた員数を実際に選任しなければなりません。また、欠員が生じた場合には、「遅滞なく」補充の手続を進めなければなりません。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事の員数と欠員がある場合の補充」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　５　監事 
 
（１） 定数
　
「監査事項」
１法に規定された員数が定款に定められ、その定款に定る員数を満たす選任がされているか
「チェックポイント」　
○定款に定められた員数が選任されているか。
○定員で定めた員数の３分の１を超える者が欠けたときは遅滞なく補充しているか。
○欠員が生じていないか。
＜指摘基準＞　
・定款で定めた員数が選任されていない場合
・定款で定めた員数の３分の１を超える欠員があるにもかかわらず、法人において補充のための手続きが進められておらず、かつ、具体的な検討も行われていない場合
・欠員がある場合に、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、その補充のための検討も行われていない場合
)
[bookmark: _Hlk536774104]
[bookmark: _Hlk536774133][bookmark: _Hlk640814]（６）役員等に欠員が生じた場合の措置について
・役員の任期満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員としての権利義務を有します。
・なお、任期満了や辞任ではなく、死亡又は解任によって、法又は定款で定めた役員の員数を欠くにいたった場合には、上記のような規定はなく、欠員状態になってしまいますので、法人としては、新しい役員を選任する必要があります。
・辞任による退任に伴う補充の場合は、新任の評議員又は役員の任期は、原則として、社会福祉法又は定款で定める任期となりますので、任期の終期は、他の評議員又は役員の任期の終期と違いが生じることになります。
・新任の評議員又は役員の任期を、他の評議員又は役員と合わせるために、「前任者の任期の満了する時までとする」ためには、あらかじめ定款でその旨を定めておく必要があります。（下記定款例備考２参照。）
・また、選任決議の際に、任期の終期について明確にして、その旨を議事録にも記載しておく必要があります。
この場合議事録には、
「退任した○○理事の補充として選任された△△理事の任期は、退任した○○理事の任期の満了する、令和○年度の定時評議員会の終結の時までとする。」と記載します。

（定款例第１９条　役員＜及び会計監査人＞の任期）
理事又は監事の任期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。
２　理事又は監事は、第１５条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。
＜３　会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし、その定時評議員会において別段の決議がされなかったときは、再任されたものとみなす。＞
　　　（備考１）
会計監査人を置いていない場合、＜＞内は不要。
（備考２）
役員の任期は、定款によって短縮することもできる（法第４５条）。
法第４５条に基づき、補欠理事又は監事の任期を退任した理事又は監事の任期満了時までとする場合には、第１項の次に次の１項を加えること。
２　補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとすることができる。

（７）補欠の選任について
・員数を欠くこととなるときに備えて、あらかじめ補欠の役員を選任しておくことができます（法第４３条第２項）。
・２人以上の補欠の役員を選任する場合は、補欠の役員相互間の優先順位を定めておかなければなりません。
・また、補欠の役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、原則として、選任決議後最初に開催する定時評議員会の開始の時までとなります。
・この場合、議事録には、
「理事が、法令又は定款で定めた員数を欠くこととなるときに備えて、補欠の理事候補者○○及び△△をそれぞれ選任したい旨、就任順位は第一順位が○○、第二順位が△△とする旨が、議案資料「役員候補者名簿」により説明があった。」と記載します。
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問３４
）
問　理事、監事、評議員の補欠をあらかじめ選任しておくことは可能か。
答　
１.理事及び監事については、欠員が生じた場合に備えて補欠を選任することができる（法第４３条第２項）。補欠の役員の任期については、「２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで」を原則としつつ（法第４５条）、定款によって、短縮することが可能であり、また、前任者の残任期間とすることが可能（法第４５条）。
２.評議員についても、定款で定めるところにより、補欠を選任しておくことが可能である（法第４１条第２項）。補欠の評議員の任期も、「４年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで」を原則とするが（法第４１条第１項）、定款によって、任期を前任者の残任期間の満了する時までとすることができる（法第４１条第２項）。
)

[bookmark: _Hlk2664464]（留１６）「役員の適格性」について

[bookmark: _Hlk640907]（１）理事の適格性
[bookmark: _Hlk2102286][bookmark: _Hlk535668285]①理事となることができない者又は適切ではない者　
[bookmark: _Hlk377696]「法人として候補者が欠格事由に該当しないこと、各理事との特殊の関係の状況、暴力団員等の反社会的勢力の者でないことを履歴書又は誓約書等により候補者本人に確認することが必要です。」
・法人は、理事の選任に当たり、候補者が、以下の事項に該当しないかの確認を行う必要があります。
1 欠格事由（法第４０条第１項、４４条第１項）（下記（イ）のとおり）
2 当該法人の評議員、監事を兼ねる者（法第４０条第２項、４４条第２項）
3 [bookmark: _Hlk536867233][bookmark: _Hlk536866959]当該法人の各理事と特殊の関係にある者（法第４４条第６項、規則第２条の１０）が規定されている上限を超えて含まれている　（下記（ロ）のとおり）
4 暴力団員等の反社会的勢力の者
・たとえ重任の場合であっても、前回の就任時とは状況が変化している可能性もありますので、選任するたびに改めて確認する必要があります。
・確認方法は、
　　　・履歴書若しくは誓約書等により候補者本人にこれらの者に該当しないことの確認を行う方法
　　　・官公署が発行する書類により確認する方法　（必須ではありません）
があります。
[bookmark: _Hlk605088]（イ）欠格事由について
欠格事由（理事となることができない者）については、評議員と同じく次のとおりです。
1 法人
2 成年被後見人又は被保佐人
3 生活保護者、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
4 ③のほか、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
5 所轄庁の解散命令により解散を命じられた法人の解散当時の役員

[bookmark: _Hlk606514]（ロ）親族等特殊の関係にある者とその上限について
・法第４４条第６項で規定する、「理事のうちには、各理事について、その配偶者若しくは三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が３人を超えて含まれ、又は当該理事並びにその配偶者及び三親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が理事の総数の３分の１を超えて含まれることになつてはならない。」については、
ⅰ各理事と親族等特殊の関係にある者の範囲は次のとおりです。
①　配偶者
②　三親等以内の親族
③　厚生労働省令で定める者（規則第２条の１０）
ⅱ各理事と親族等特殊の関係にある者の人数の上限については
[bookmark: _Hlk377814]「各理事について３人を超えて含まれてはならない」ことから、
当該理事以外に３人までは含まれても可です（当該理事本人を含めると4人までは可）。
「理事の総数の３分の１を超えて含まれてはならない」ことから、
理事総数が６～８人の場合　　　 ２人まで
理事総数が９～１１人の場合　　 ３人まで
理事総数が１２人以上の場合　　４人まで（最大）　　となります。
ⅲ各理事への確認方法は、
「各理事と親族等特殊の関係にある者が上限を超えて含まれないこと」については、各理事候補者は、他の理事候補者が誰かわからないと答えられない事項です。理事就任の意思確認を行うとき、又は「就任承諾書兼誓約書」を事前に渡すときに、併せて「役員候補者名簿（案）」を渡して、確認をしてもらう必要があります。


ⅳ親族等特殊の関係にある者の誓約書について
理事の誓約書には、「２　各理事に親族等特殊関係にある者が含まれないこと」とありますが、親族等特殊の関係にある理事の誓約書は、この文章を
「２　親族等特殊関係にある理事は、○○○○のみです。」（○○○○は該当する理事の氏名）と置き換えます。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「理事となることができない者又は適切でない者」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　４　理事 
 
（３） 適格性　
「監査事項」
１理事となることができない者又は適切ではない者が選任されていないか。
「チェックポイント」（抜粋）
○欠格事由を有する者が選任されていないか。
○各理事について、特殊の関係にある者が上限を超えて含まれていないか。
○社会福祉協議会にあっては、関係行政庁の職員が役員の総数の５分の１までとなっているか。
○実際に法人運営に参加できないものが名目的に選任されていないか。
○地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に理事長に就任したり、理事として参加していないか。
○暴力団員等の反社会的勢力の者が選任されていないか。
＜指摘基準＞　
・理事の選任手続において、理事候補者に対して欠格事由に該当しないこと、各理事と特殊の関係にある者が上限を超えて含まれていないか、暴力団員等の反社会的勢力に属する者でないことを確認していない場合
・法人が保有する書類により、欠格事由に該当する者がいること、又は、各理事と特殊の関係にある者が上限を超えて含まれていることが判明した場合
・暴力団員等の反社会的勢力の者が理事となっている場合
・社会福祉協議会において、関係行政庁の職員が５分の１を超えている場合
・欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる役員がいる場合
)


[bookmark: _Hlk378169]（ハ）評議員、監事との兼職
・上述の通り、当該社会福祉法人の評議員、監事との兼職は認められません。

（ニ）関係行政庁の職員の理事就任
・関係行政庁の職員が社会福祉法人の理事になることは、法第６１条の第１項の公私分離の原則に照らし、適当ではありません。（社会福祉協議会及び社会福祉事業団は除く）

（社会福祉法人審査基準　第３　法人の組織運営　１役員等）
（１）関係行政庁の職員が法人の評議員又は役員となることは法第６１条に規定する公私分離の原則に照らし適当ではないので、差し控えること。ただし、社会福祉協議会にあっては、評議員又は役員の総数の５分の１の範囲内で関係行政庁の職員が、その評議員又は役員となっても差し支えないこと。
　　　
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問３０
）
問　関係行政庁の職員から役員を選任することは可能か。
答　１．関係行政庁の職員が社会福祉法人の役員となることは、法第６１条第１項の公私分離の原則に照らし適当でない。　
２社会福祉協議会にあっては、その目的である地域福祉の推進を図るための行政との連携が必要であることから、関係行政庁の職員が、その役員となることが可能である（法第１０９条第５項及び第１１０条第２項）。ただし、当該社会福祉協議会の役員総数の５分の一を超えてはならない。（法１０９条第５項及び第１１０項第２項）
)

（ホ）名目的・慣例的理事
・審査基準において、名目的理事（実際に法人運営に参画できない者）や慣例的理事（地方公共団体の長等特定の公職にある者）は適当ではないとされています。原則として、当該年度及びその前年度理事会を２回以上続けて欠席している理事が「名目的・慣例的理事」と判断されます。
・平成３０年度社会福祉法人指導監査担当者研修会資料（厚生労働省社会・援護局福祉基盤課編）によれば、「欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる役員がいる場合」の指摘基準として、「文書指摘に該当」は、特に明確な理由もなく理事会に参加せず、また法人も当該問題　を解決する意思（日程調整のやり方を変える、理事会に出席可能な人選を行うなど）が全く見られない場合。
「口頭指導に該当」は、
・今後は２回以上連続して欠席することなく理事会に参加できることが法人において説明された場合。　
・新たに参加できる者の選任することの検討を法人が行う意思が確認できた場合。
とあります。

（社会福祉法人審査基準　第３　法人の組織運営　１役員等）
（３）実際に法人運営に参画できない者を、評議員又は役員として名目的に選任することは適当でないこと。
（４）地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に、理事長に就任したり、評議員又は役員として参加したりすることは適当でないこと。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「名目的・慣例的理事」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　４　理事 
 
（３） 適格性
　
「監査事項」
１理事となることができない者又は適切でない者が選任されていないか。
「チェックポイント」　（抜粋）
○実際に法人運営に参加できないものが名目的に選任されていないか。
○地方公共団体の長等特定の公職にある者が、慣例的に理事長に就任したり、理事として参加していないか。
＜指摘基準＞（抜粋）
・欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる役員がいる場合
)
 (
（指導監査Ｑ＆Ａ問１８
）
問　評議員の評議員会への出席又は理事及び監事の理事会への出席については、「欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる評議員、理事及び監事がいる場合」は文書指摘を行うことになっており、その判断の基準について、着眼点（評議員：ガイドラインⅠの３の（１）の２、理事ガイドラインⅠの４の（３）の１、監事：Ⅰの５の（２）の２の該当部分）で「原則として」とあるが、この「原則として」の取扱如何。
答　ご指摘の「原則として」については、評議員、理事及び監事がその職責を果たす観点から評議員会又は理事会への出席が求められれていることを踏まえ、以下の例のような法人側に責任のないやむを得ない理由がある場合に、欠席理由について、法人の説明を十分に聞いた上で、欠席回数のみをもって文書指摘が行われないこともあり得ることを留意されたい。
（やむを得ない理由の例）
　・自然災害
　・本人の病気・けが
　・その他、法人の責めに帰さないやむを得ない理由があると、所轄庁が認めた場合
)
[bookmark: _Hlk640979]②理事として含まれていなければならない者　
「理事の資格を満たしている者が含まれていなければなりません。」
・理事のうちには、「社会福祉事業の経営に関する識見を有する者」及び「当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者」が含まれる必要があります（法第４４条第４項第１号。第２号。）。
・また、施設を設置している場合は、施設経営の実態を法人運営に反映させるため、「施設の管理者」（注）が理事として選任されている必要があります（同項第３号）。

[bookmark: _Hlk534541313]（法第４４条第４項）
理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければならない。
１　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
２　当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
３　当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者
・選任に当たっては、どの理事候補者が、社会福祉法第４４条第４項のどの要件を充足しているかわかるようにすることが必要です。
・社会福祉事業の経営に関する識見を有する者　（法第４４条第４項第１号）
　(社会福祉法人審査要領第３）「社会福祉事業について識見を有する者」
ア　社会福祉に関する教育を行う者
イ　社会福祉に関する研究を行う者
ウ　社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者
エ 公認会計士、税理士、弁護士等、社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な専門知識を有する者
・当該事業の区域における福祉に関する実情に通じている者　（法第４４条第４項第２号）
　(社会福祉法人審査要領第３）　
ア　社会福祉協議会等社会福祉事業を行う団体の役職員
イ　民生委員・児童委員
ウ　社会福祉に関するボランティア団体、親の会等の民間社会福祉団体の代表者等
エ　医師、保健師、看護師等保健医療関係者
オ 自治会、町内会、婦人会及び商店会等の役員その他その者の参画により施設運営や在宅福祉事業の円滑な遂行が期待できる者
・施設を設置している場合には、当該施設の管理者（施設長等）　（法第４４条第４項第３号）
[bookmark: _Hlk535746268]法人が複数の施設を有している場合であっても、少なくとも施設の管理者１名を理事にすればよく、すべての施設の管理者を理事にする必要はありません。
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問３９-
６
）
問　理事の構成について、「施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者」とされているが、施設とは何か。
答１．原則として、法第６２条第１項の第１種社会福祉事業の経営のために設置した施設をいう。ただし、第２種社会福祉事業であっても、保育所、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所等が法人が経営する事業の中核である場合には、当該事業所等は同等に取り扱うこととする。
２．また、上記以外の施設等の管理者についても、必要に応じて、理事に登用することが適当であること。
)
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問３５
）
問　理事の資格要件において「当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者」となっているが、当該法人の全ての施設の管理者を理事にするということか。
答　施設経営の実態を法人運営に反映させるため、１人以上の施設の管理者が理事として参加することを求めているものであり、当該法人の全ての施設の管理者を理事にする必要はない。
)
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「理事として含まれていなければならない者」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　４　理事 
 
（３） 適格性　
「監査事項」
２理事として含まれていなければならない者が選任されているか。
「チェックポイント」　
○社会福祉事業の経営に識見を有する者が選任されているか。
○当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者が選任されているか。
○施設を設置している場合は、当該施設の管理者が選任されているか。
＜指摘基準＞
・理事のうちに「社会福祉事業の経営に関する識見を有する者」として、評議員会の決議等について適正な手続に基づいて選任された者がいない場合
・
理事のうちに「当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者」として、評議員会の決議等について適正な手続に基づいて選任された者がいない場合
・
当該法人が施設を設置している場合であって、施設の管理者が理事として一人も選任されていない場合
)
[bookmark: _Hlk536796984]
[bookmark: _Hlk641041]（２）監事の適格性
[bookmark: _Hlk2102395][bookmark: _Hlk536797024]①監事となることができない者
[bookmark: _Hlk379061]「法人として候補者が欠格事由に該当しないこと、各評議員又は各役員との特殊の関係の状況、暴力団員等の反社会的勢力の者でないことを履歴書又は誓約書等により候補者本人に確認することが必要です。」
・法人は、監事の選任に当たり、候補者が、以下の事項に該当しないかの確認を行う必要があります。
①欠格事由（法第４０条第１項、４４条第１項）
②当該法人の評議員、理事又は職員を兼ねる者（同法第４０条第２項、４４条第２項）
③当該法人の評議員又は各役員と特殊の関係にある者（同法第４０条第５項、４４条第７項、規則第２条の１１）
④暴力団員等の反社会的勢力の者
・たとえ重任の場合であっても、前回の就任時とは状況が変化している可能性もありますので、選任するたびに改めて確認する必要があります。
[bookmark: _Hlk534541514]
[bookmark: _Hlk536797044]・確認方法は、
· 履歴書若しくは誓約書等により候補者本人にこれらの者に該当しないことの確認を行う方法
· 官公署が発行する書類により確認する方法　（必須ではありません）
があります。

[bookmark: _Hlk2103569]（イ）欠格事由について
欠格事由（監事となることができない者）については、評議員及び理事と同じく次のとおりです。
①法人
②成年被後見人又は被保佐人
③生活保護者、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
④③のほか、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑤所轄庁の解散命令により解散を命じられた法人の解散当時の役員

（ロ）親族等特殊の関係にある者について
法第４４条第７項で規定する、「監事のうちには、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになつてはならない。」については、

ⅰ各役員と特殊の関係にある者の範囲は次のとおりです。
①　配偶者
②　三親等以内の親族
③　厚生労働省令で定める者（規則第２条の１１）（詳細は下記ガイドライン参照）

ⅱ各監事への確認方法は、
「各役員と親族等特殊の関係にある者が含まれることになってはならない」については、各監事候補者は、他の役員候補者が誰かわからないと答えられない事項です。監事就任の意思確認を行うとき、又は「就任承諾書兼誓約書」を事前に渡すときに、併せて「役員候補者名簿（案）」を渡して、確認をしてもらう必要があります。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事となることができない者」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　５　監事 
 
（２） 選任及び解任　
「監査事項」
２監事となることができない者が選任されていないか。
「チェックポイント」　
○欠格事由を有する者が選任されていないか。
○評議員、理事又は職員を兼ねていないか。
○監事のうちには、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係にある者が含まれていないか。
○社会福祉協議会にあっては、関係行政庁の職員が役員の総数の５分の１までとなっているか。
○実際に法人運営に参加できないものが名目的に選任されていないか。
○地方公共団体の長等特定の公職にある者が慣例的に監事に就任していないか。
○暴力団員等の反社会的勢力の者が選任されていないか。
＜指摘基準＞　
・監事の選任手続の過程において、監事候補者が欠格事由に該当しないこと、
理事又は職員を兼ねていないこと
、各役員と特殊関係にある者が含まれていないこと、暴力団等の反社会的勢力の者が含まれていないことについて確認していない場合。
・法人が保有する書類により、監事のうちに欠格事由に該当する者がいること、理事又は職員を兼ねている者がいること、各役員と特殊の関係にある者が含まれていることが判明した場合
・暴力団員等の反社会的勢力の者が監事となっている場合
・社会福祉協議会において、関係行政庁の職員が役員総数の５分の１を超えている場合
・理事会への欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる監事がいる場合
)
[bookmark: _Hlk536605800][bookmark: _Hlk380379][bookmark: _Hlk536797138]
[bookmark: _Hlk2103307]（ハ）評議員、理事、職員との兼職
・上述の通り、当該社会福祉法人の評議員、理事、職員との兼職は認められません。

[bookmark: _Hlk2103322][bookmark: _Hlk2665162]（ニ）関係行政庁の職員の監事就任
・関係行政庁の職員が社会福祉法人の監事になることは、法第６１条の第１項の公私分離の原則に照らし、適当ではありません。（社会福祉協議会及び社会福祉事業団は除く）

[bookmark: _Hlk2103334]（ホ）名目的・慣例的監事
・審査基準において、名目的監事（実際に法人運営に参画できない者）や慣例的監事（地方公共団体の長等特定の公職にある者）は適当ではないとされています。
・原則として、当該年度及びその前年度理事会を２回以上続けて欠席している監事が「名目的・慣例的監事」と判断されます。

[bookmark: _Hlk536797198]②監事として含まれていなければならない者　
「監事の資格を満たしている者が含まれていなければなりません。」
[bookmark: _Hlk536797254]・監事は、監査を行うに当たり、法人の業務及び財務の状況を確認するものであることから、
１　社会福祉事業について識見を有する者
２　財務管理について識見を有する者
が含まれなければなりません（法第４４条第５項）。
・よって選任に当たっては、どの監事が社会福祉法第４４条第５項のどの要件を充足しているかわかるように、経歴や資格等を提示した上で議論判断して選任することが必要です。

(社会福祉法人審査要領第３）　
（１）「社会福祉事業について識見を有する者」は、例えば、次のような者が該当すること。
ア　社会福祉に関する教育を行う者
イ　社会福祉に関する研究を行う者
ウ　社会福祉事業又は社会福祉関係の行政に従事した経験を有する者　　　　　　　　　　　　　　　
エ　公認会計士、税理士、弁護士等社会福祉事業の経営を行う上で必要かつ有益な専門知識を有する者
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問３８）
問　当該社会福祉法人の、顧問弁護士、顧問税理士又は顧問会計士は、同時に、当該法人の監事になることは可能か。
答　
１
．監事は、理事の職務や法人の計算書類を監査する立場にある。
２．法人から委託を受けて記帳代行業務や税理士業務を行う場合に、計算書類等を作成する立場にある者が当該計算書類等を監査するという自己点検に当たるため、これらの者を監事に選任することは適当でないが、法律面や経営面のアドバイスのみを行う契約となっている場合については、監事に選任することは可能である。
)

 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事として含まれていなければならない者」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　　５　監事 
 
（２） 選任及び解任
　
「監査事項」
３法に定める者が含まれているか。
「チェックポイント」　
○社会福祉事業について識見を有する者及び財務管理について識見を有する者が含まれているか。
＜指摘基準＞　
・監事のうちに「社会福祉事業について識見を有する者
」として評議員会の決議等適正な手続により選任された者がいない場合
・監事のうちに「財務管理について識見を有する者」として、評議員会の決議等適正な手続により選任された者がいない場合
)

[bookmark: _Hlk536797448]（３）役員（理事及び監事）の任期　　
「任期の始期は、評議員会において選任決議を行った日です。」
・役員の任期の始期は、評議員会において役員選任決議を行った日、終期は、選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時となります。ただし、定款によって、その任期を短縮することができます（法第４５条）。
[bookmark: _Hlk623031]・また、理事及び監事を再任することは差し支えなく、期間的な制限はありません。
[bookmark: _Hlk536797546]・評議員会の決議で、選任決議の効力発生時期を遅らせたとしても、任期の起算点については、評議員会での選任決議の日となります。年度末の３月の臨時評議員会において役員を選任した場合は、任期の終期は、「選任後２年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時」となりますので、任期の終期は１年繰り上がり、翌年に開催される定時評議員会までとなることに留意しなければなりません。
・任期の始期は評議員会で選任された日ですが就任日については、選任及び本人による就任の承諾があった日になります。就任承諾書は事前あるいは選任された日当日に受け取ることが望ましいとされています。
 (
（
経営組織Ｑ＆Ａ問44－6）
問　評議員、理事、監事の就任日はいつになるのか。
答　１．任期の始期は選任された日であるが、就任日については、選任及び本人による就任の承諾があった日である。
２．なお、就任承諾書は事前あるいは選任された日当日に受け取ることが望ましい。
)
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問33）
問　新制度の理事及び監事の任期の起算点はいつか。理事及び監事の選任に際し、選任決議の効力発生日を遅らせたり、就任承諾日を遅らせることにより、任期の起算点を遅らせたりすることはできるか。
答　１．新制度の理事及び監事の任期の起算点は、いずれも「選任時」（選任決議をした時）となる（法第４５条）。
ある者が、社会福祉法人の理事又は監事となるには、評議員会の選任行為（選任決議）と被選任者の就任承諾とが必要になる（同法第３８条参照）が、任期の起算点
を「就任時」とすると、就
任承諾は被選任者の意向に委ねられる結果、評議員会の選任決議と就任承諾との間に長期間の隔たりがある場合などにおいて、任期の終期が評議員会の意思に反する事態が生じかねないため、任期の起算点は、評議員会における「選任時」となる。
例えば、会計年度末が３月の法人が、３月下旬に開催した臨時評議員会で理事の選任決議を行い、当該理事の就任承諾が６月１日になされたとしても、任期の起算点については、選任決議の日となる。
２.なお、例えば、会計年度末が３月の法人が、３月下旬に開催した臨時評議員会で理事の選任決議を行い、その選任決議の効力発生時期を６月１日とする場合のように、評議員会の決議で、選任決議の効力発生時期を遅らせたとしても、任期の起算点については、選任決議の日と解すべきである。
)
[bookmark: _Hlk536797814]（留１７）「役員等の報酬」について

★本議案「役員の報酬額決定及び役員等報酬規程改正の件」は、毎期必ず議案とすべきものではなく、内容の改正を行う場合のみ必要となる議案です。
「役員の報酬等の額は、定款又は評議員会の決議によって定めます。また、支給基準（定款において無報酬と定めた場合を除き）も評議員会の承認が必要です。」
[bookmark: _Hlk535670047][bookmark: _Hlk2665483]
（１）報酬等の額の定めと報酬等の支給基準
[bookmark: _Hlk535668732]・理事及び監事の報酬は、定款又は評議員会の決議で定めることとされ、また、報酬額の定めとは別に、報酬の支給基準、いわゆる役員報酬規程について評議員会の承認を得るものと定められています。
・評議員会による報酬額の決議と、役員報酬規程の承認との違いについては、厚生労働省の作成した「定款例第２１条」では、「理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給することができる」と定められています。
・これは、評議員会による決議で、まず各年度の報酬支給額の上限を定めた上で、役員の業務に対して支給する具体的な報酬金額、例えば非常勤理事の理事会の出席について１回○円、常勤の理事長については月額○円といった形で、報酬規程により評議員会の承認を得ることとなります。
・厚生労働省が示した指導監査ガイドラインにおいては、「①の報酬等の額の定めと②の報酬等の支給基準は、報酬等の有無にかかわらず、必ず両方を規定する必要があることに留意する必要がある」とされています。（編者注：当該指導監査ガイドラインは、「Q&A（Vol．３）問２」の通り、役員及び評議員の報酬について、定款で無報酬と定めた場合には適用がありません。）
・「役員の報酬等の額」と「役員報酬等の支給基準（役員等報酬規程）」は、一度行った決議の内容は改正があるまで有効で、毎年度決議する必要はありません。
・本文例では、「役員の報酬額」及び「役員等報酬規程」の両方を改正するケースを想定した例示を示していますが、両方とも改正がない場合は、この議案自体不要です。
　また、「役員の報酬額」及び「役員等報酬規程」のどちらかのみの改正の場合は、当議案はそのどちらかのみについての議案となります。

（２）無報酬の場合について
[bookmark: _Hlk420672]・「報酬等の額や報酬等の支給基準を定めることとされていることは、評議員や役員に報酬等を支給しなければならないことを意味するものではなく、無報酬とすることも認められる。その場合には、原則として、報酬等の額や報酬等の支給基準を定めるときに無報酬である旨を定めることとなるが、定款において無報酬と定めた場合については、支給基準を別途作成する必要はない。」とされています。「指導監査ガイドラインⅠ法人運営８評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬」
・無報酬の場合にも、報酬等の額や報酬等の支給基準を定めるときに無報酬である旨を評議員会で決議する必要がありますが、定款で無報酬と定めた場合には、報酬等の支給基準を別途作成する必要はありません。

・平成３０年度社会福祉法人指導監査担当者研修会資料（厚生労働省社会・援護局福祉基盤課編）によれば、「理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準が作成されていない場合」の指摘基準について
「文書指摘に該当」は、原案もなく、また今後の手続についても未定である場合。
「口頭指摘に該当」は、すでに案文は作成済みであり、次回開催の評議員会での承認を受けることの説明があった場合。
とされています。

[bookmark: _Hlk421307]（３）監事の報酬額の具体的な配分
[bookmark: _Hlk422123][bookmark: _Hlk536797914]・監事の報酬等の額は、理事の報酬等と同様に、定款にその額を定めていない場合には、評議員会の決議によって定めます。
・定款又は評議員会の決議によって監事の報酬総額のみが決定されているときは、その具体的な配分は、監事の協議により定める（法第４５条の１８第３項により準用される一般法人法第１０５条第２項）こととされています。この監事の協議は全員一致の決定による必要があるため、監事の全員一致による決定が行われたこと及びその決定内容を記載・記録した書類を作成する必要があります。
・ただし、監事の報酬等の支給基準が評議員会の承認を受けて定められている場合、監事の報酬等の具体的な配分について評議員会の決議があったものとして、改めて監事の協議により、具体的な配分を決定する必要はないとされています。

[bookmark: _Hlk421433]（４）報酬等の支給基準及び支給額（水準）の妥当性
[bookmark: _Hlk421920]・指導監査ガイドラインにおいて、「報酬等の支給基準ついては、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該社会福祉法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不当に高額なものとならないような支給の基準を定めなければならない（法第４５条の３５第１項）。この報酬等の支給基準や支給額（水準）の妥当性については、、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該社会福祉法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不当に高額なものでないことを具体的に検討した上で基準を作成し評議員会の承認を受けること並びに支給基準及び報酬総額を公表することにより担保する仕組みとしているものである。指導監査を行うに当たっては、法人内においてこれらの仕組みが適正に機能しているかを確認する。」とされています。
・報酬等の支給基準については、法令に定める事項を適正に定め、報酬等の金額の算定方法については、報酬等の算定の基礎となる額、役職、在職年数など、どのような過程を経てその額が算定されたか、法人として説明責任を果たすことができる基準を設定する必要があります。
 (
（指導監査Q＆A（v
ol.3
）問２）
問　役員及び評議員の報酬について、定款で無報酬と定めた場合についても、役員報酬基準を策定し、無報酬である旨を定める必要はあるのか
答　役員及び評議員の報酬については、無報酬とすることも認められ、その場合には、原則として、報酬等の額や報酬等の支給基準を定めるときに無報酬である旨を定めることになるが、定款において無報酬と定めた場合については、法令により公表が義務づけられた定款により無報酬であることが確認できるため、支給基準を別途作成する必要はない。一方、役員の報酬等について、評議員会の決議によって定める場合については、別途支給基準を策定する必要がある。（「「社会福祉法人制度改革の施行に向けた留意事項について」等に関するQ＆A」（平成２８年６月２０日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡の別添）の問４６の答３については削除することとする。）
)
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「評議員の報酬等の定款での定め」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　
８評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬
　 
（１）報酬
　
「監査事項」
１評議員の報酬等の額が法令で定めるところにより定められているか。
「チェックポイント」　
○評議員の報酬等の額が定款で定められているか。
＜指摘基準＞
・評議員の報酬等の額が定款で定められていない場合には文書指摘によることとする。
)
 (
（定款変更Ｑ＆Ａ問１８
）
問　定款において定めが必要である評議員の報酬等の額については、一人あたりの報酬等の額を定めてもよいのか。（定款例第８条関係）
答 可能である。その場合、「一人あたりの各年度の総額が○○○○○○円を超えない範囲で」と規定すること。
)
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「理事の報酬等の額の定め」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　８評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬　 （１）報酬
　
「監査事項」
２理事の報酬等の額が法令に定めるところにより定められているか。
「チェックポイント」　
○理事の報酬等の額が定款又は評議員会の決議によって定められているか。
＜指摘基準＞
・理事の報酬等の額が定款で定められていない場合であって、評議員会の決議により定められていない場合は、文書指摘によることとする。
)

 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「監事の報酬等の定めと具体的な配分についての監事の協議」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　８評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬　 （１）報酬　
「監査事項」
３監事の報酬等の額が法令に定めるところにより定められているか。
「チェックポイント」　
○監事の報酬等が定款又は評議員会の決議によって定められているか。
○定款又は評議員会の決議によって監事の報酬総額のみが決定されているときは、その具体的な配分は、監事の協議によって定められているか。
＜指摘基準＞
・定款に監事の報酬等の額が定められていない場合に、監事の報酬等の額が評議員会の決議によって定められていない場合
・評議員会の決議によって監事の報酬総額のみが決定されている場合に、その具体的な配分が監事の全員一致の決定により定められていない場合
)

 (
（定款変更Ｑ＆Ａ問１９
）
問　理事又は監事の報酬等について、定款例のように別途評議委員会で定めることとせず、定款において定める場合、どのように記載すべきか。（定款例第２１条関係）
答　評議員の報酬等と同様に総額の範囲について定めることが適当である。
)

 (
（指導監査Ｑ＆Ａ（vol.
2）
問２
）
問　監事の報酬等について、定款又は評議員会の決議によって監事の報酬総額のみを定めているときは、その具体的な配分は、監事の協議により定めることとしているが、監事の報酬等の支給基準が評議員会の承認を受けて定められている場合、監事の報酬等の具体的な配分について評議員会の決議があったものとして、改めて監事の協議により、具体的な配分を決定する必要はないと理解してよいか。
答　お見込みのとおり。
)

 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問４６
）
問　報酬等の支給基準を定めることとされているが、これは、非常勤理事や評議員に対して報酬を支給しなければならないということを意味するのか。
答　 １.社会福祉法人の報酬等が、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与や社会福祉法人の経理の状況等に照らし、不当に高額な場合には、法人の公益性・非営利性の観点から適当ではない。このため、理事等に対する報酬等が不当に高額なものとならないよう支給の基準を定めることとしている（法第４５条の３５第１項）。
２.報酬等の支給基準の策定は、報酬等の支給を義務付ける趣旨ではなく、無報酬でも問題はない。その場合は、報酬等の支給基準において無報酬である旨を定めることになる。
)





【参　考】
指導監査ガイドラインに、「支給基準」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　８評議員、理事、監事及び会計監査人の報酬　 （2）報酬等支給基準
「監査事項」
１役員及び評議員に対する報酬等の支給基準について、法令に定める手続きにより定め、公表しているか。
「チェックポイント」
○理事、監事及び評議員に対する報酬等について、厚生労働省令で定めるところにより、支給の基準を定め、評議員会の承認を受けているか。
＜着眼点＞
○理事、監事及び評議員に対する報酬等について、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して、不当に高額なものとならないような支給の基準を定めなければならず（法第４５条の３５第１項）、また、支給基準については、評議員会の承認を受けなければならない（同条第２項）。
○支給基準の内容については、次の事項を定める（施行規則第２条の４２）
　①役員等の勤務形態に応じた報酬等の区分
役員等の勤務形態に応じた報酬等の区分としては、常勤・非常勤別に報酬を定めることが考えられる。
　②報酬等の金額の算定方法
報酬等の金額の算定方法については、報酬等の算定の基礎となる額、役職、在職年数など、どのような過程を経てその額が算定されたか、法人として説明責任を果たすことができる基準を設定することが考えられる（注１～注４）
（注１）　評議員会が役職に応じた一人当たりの上限額を定めた上で、各理事の具体的な報酬金額については理事会が、監事や評議員については評議員会が決定するといった規程は許容される。
（注２）　退職慰労金については、退職時の月例報酬に在職年数に応じた支給基準を乗じて算出した額を上限に各理事については理事会が、監事や評議員については評議員会が決定するという方法も許容される。
（注３）　法人は、国等他団体の俸給表等を準用する場合、準用する給与規程（該当する部分の抜粋も可）を支給基準の別紙と位置付け、支給基準と一体のものとして定めることとする。
（注４）　評議員会の決議によって定められた総額の範囲内において決定するという規程や、単に職員給与規程に定める職員の支給基準に準じて

支給するというだけの規程は、どのような算定過程から具体的な報酬額が決定されるのかを第三者が理解することは困難であり、法人として説明責任を果たすことができないため、認められない。
③支給の方法
支給の方法については、支給の時期（毎月か出席の都度か、各月又は各年のいつ頃か）や支給の手段（銀行振込か現金支給か）等が考えられる。
④支給の形態
支給の形態については、現金・現物の別等を記載する。ただし、報酬額につき金額の記載かないなど、金銭支給であることが客観的に明らかな場合は、「現金」等である旨の記載は特段なくても差し支えない。
なお、理事、監事及び役員の報酬等の支給基準については、定款や評議員会の決議で定めた報酬等の額と整合性を図る必要がある。
○役員等の報酬等の支給基準が「不当に高額」でないことについては、法人に説明責任がある。
そのため、支給基準が、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該法人の経理の状　況その他の事情を考慮した上で定めたものであることについて、どのような検討を行ったかを含　め、具体的に説明できることが求められる。
○指導監査を行うに当たっては、理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準が作成されており、　評議員会の承認を受けていること及び支給基準に規定すべき事項が定められていることを確認　する。また、支給基準が「不当に高額」であるかどうかについては、所轄庁が「不当に高額」である　おそれがあると認める場合には、法人で支給基準を作成する際に、民間事業者の役員の報酬等　及び従業員の給与、当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して検討が行われたかを確認　する（具体的な検討内容は問わない。）。
＜指摘基準＞
・理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準が作成されていない場合
・理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準について評議員会の承認を受けていない場合
・理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準において規定すべき事項が規定されていない場合
・理事、監事及び評議員の報酬等の支給基準が定款等で定めた報酬等の額と整合が取れていない場合
・支給基準を作成する際に、民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して検討が行われていない場合
[bookmark: _Hlk536798132][bookmark: _Hlk536798456]

（留１８）「定款の変更手続と目的の記載例」について

[bookmark: _Hlk536798554]（１）定款変更議案の議事録への記載方式
・定款変更議案については、変更後の定款の内容を明示する必要がありますが、その議事録への記載方式として、次の方式が考えられます。
　　　①評議員会議事録自体に変更後の定款の該当条文を全て表記する。
　　　（ⅰ）新旧対照表の様な形で、変更前と変更後の該当条文を全て表記する。
　　　（ⅱ）変更後の該当条文のみを全て表記する。
＜★本文例は上記「①（ⅱ）」方式を採用していることになります＞
　　　②評議員会議事録自体には定款の該当条文全文の表記は行わずに、「定款変更認可申請書（案）」を添付する事により、全文表記を代替する。
　　　この場合の議事録は、
「○○常務理事より、議案資料「定款変更認可申請書（案）」により令和〇年〇月〇日の第〇回理事会において決定した新規事業の「小規模多機能型居宅介護事業の経営」を、定款第１条（２）第二種社会福祉事業に追加する旨の定款変更について説明があった。」
と記載すれば、本文例の様に変更後の定款の該当条文全文の記載は不要です。
　　　議事録への記載方式としては、上記「①（ⅰ）」、「①（ⅱ）」、「②」のいずれの方式を選択することも可能です。
・議事録の記載を簡易にできるという点では、上記②の方式が優れている面はあります。
また、添付資料となる「定款変更認可申請書（案）」は、いずれにしろ所轄庁への定款変更認可申請の際に作成が必要となる書類ですので、追加の書類作成が必要になる訳でもありません。

・定款変更の登記申請に当っては、「①（ⅰ）」や「①（ⅱ）」の様に評議員会議事録に変更後の該当条文の全文が表記されている場合は、その議事録自体の提出で済むのに対し、議事録に、「別紙定款変更許可申請書（案）に基づき説明」又は、「別紙新旧対照表に基づき説明」とのみ記載して、変更後の定款の内容について議事録に記載のない場合には、登記申請の際に、この「別紙」を議事録と一緒に綴じる、又は、この「別紙」を添付書類として法務局に提出する（原本証明が必要★）必要があります。（★法務局によって取り扱いに違いがあります。）
この際の契印の手続等に当たり、手続的に多少の煩雑さが生じる面はあります。
・なお、同じ議事録中に、登記とは関係のない別紙（例えば事業計画書や決算書）がある場
　合には、この別紙は、法務局に提出する必要はありません。
・本文例では、登記申請時の評議員会議事録への別紙添付の手続を考慮し、評議員会議事録に変更後の該当条文全文を記載する「①（ⅱ）」方式を採用する方針を選択しています。

（２）定款の変更手続
[bookmark: _Hlk423391]「定款変更は評議員会の特別決議を経て行われ、所轄庁の認可又は届出が必要です。」
[bookmark: _Hlk423823][bookmark: _Hlk641853][bookmark: _Hlk536798313][bookmark: _Hlk535669077][bookmark: _Hlk423709]・定款の変更は評議員会の特別決議（評議員総数の３分の２以上の賛成）を経て行われ、所轄庁の認可（所轄庁の認可が不要とされる事項を除く。）を受けなければ、効力を生じません。所轄庁の認可が不要とされる事項（規則第４条）の定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければなりません（法第４５条の３６）。
[bookmark: _Hlk424386][bookmark: _Hlk424591]・所轄庁の認可を要さない（所轄庁への届出で足りる）事項以外の全ての必要的記載事項（法第３１条第１項各号）、相対的記載事項及び任意的記載事項の変更については、軽微な変更であっても所轄庁の認可が必要であることに留意する必要があります。

 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「定款の変更手続」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅰ　法人運営　
１　定款
「監査事項」
２定款の変更が所定の手続を経て行われているか。
「チェックポイント」
○定款の変更が評議員会の特別決議を経て行われているか。
○定款の変更が所轄庁の認可を受けて行われているか（所轄庁の認可が不要とされる事項の変更については、所轄庁への届出が行われているか。）
＜指摘基準＞
・定款変更についての評議員会の特別決議が出席者不足又は賛成数不足により成立していないにもかかわらず、認可の申請もしくは届出がされている場合
・定款変更の決議を行った評議員会の招集手続又は議案の提出手続が法令、通知又は　定款に違反している場合
・定款変更について評議員会の決議が成立しているにもかかわらず、所轄庁の認可を受ける手続又は認可を要さない場合の所轄庁への届出の手続が行われていない場合
)
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２８
）
問　軽微な定款の変更を行う場合においても、評議員会を開催して決議を経る必要があるのか。
答　１．理事が評議員会の目的である事項（議題）について提案した場合において、当該提案につき評議員（当該事項について決議に加わることができる者）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をした場合は、当該提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなされる（法第４５条の９第１０項において準用する一般法人法第１９４条第１項）。
　２．したがって、評議員会の議案につき、評議員全員から書面や電子メールで同意を得れば、評議員会を現実に開催しないことは可能である。（３．略）
)
[bookmark: _Hlk642125]
[bookmark: _Hlk536798603]（３）「定款に記載する事業」について
（イ）「定款に記載する事業の種類」について
[bookmark: _Hlk425202]・法人の行う事業の種類は定款の必要的記載事項（注１）であり、法人の公益性を踏まえると、定款には行う事業を正確に定める必要があるため、法人が新たな種類の事業を開始する場合や既存の種類の事業を廃止する場合には、定款を変更する必要があります。

・平成３０年度社会福祉法人指導監査担当者研修会資料（厚生労働省社会・援護局福祉基盤課編）によれば、「定款に記載している事業を実施していない場合（休止中の事業であって、再開の見込みがある場合を除く）」の指摘基準について、
「文書指摘に該当」は、特に明確な理由もなく数年にわたり当該事業を実施しておらず、今後も事業再開の見込みが立たない上、定款変更を怠っていた場合。
「口頭指摘に該当」は、・事業の未実施期間が長期に及ばず、確実に事業を再開することが法人より根拠をもって説明された場合。　・実態に沿った形に定款を変更する旨が法人より説明された場合。
とあります。

 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「定款に記載する事業の種類」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅱ　事業　
１　事業一般
「監査事項」
１　定款に従って事業を実施しているか。
「チェックポイント」
○定款に定めている事業が実施されているか。
○定款に定めていない事業が実施されていないか。
＜指摘基準＞
・定款に記載している事業を実施していない場合（休止中の事業であって、再開の見込みがある場合を除く）
・定款に記載していない事業（定款に記載を要さない事業を除く）を実施している場合
)
[bookmark: _Hlk536798814]
（留１９）「定款の目的の変更登記と議事録の記載」について

「所轄庁からの変更の認可書が到達した日から２週間以内に、変更の登記をしなければなりません」
・設立の際に登記した「目的」を変更しようとする場合には、定款の変更が必要であり、所轄庁からの変更の認可書が到達した日（組合等登記令２４条）から２週間以内に、その主たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければなりません（法第２９条）。

（１）登記申請
・「目的」の一部を追加・削除したような場合であっても、変更のない既存の「目的」を含めて全部を登記しなおす必要があります。
・理事長が申請人となり、添付書類（登記所への提出書類）は以下のとおりです。
　　　　　　・定款変更に関する評議員会議事録　（注１）
　　　　　　・所轄庁の認可書（組合等登記令１７条１項、商業登記法第１９条）
　　　　　　・代理人によって申請する場合はその権限を証する書面（組合等登記令２５条、商業登記法１８条）　（注２）
・定款（評議員会の定足数又は決議要件に別段の定めがある場合）
（注１）議事録に押印する、議長・議事録署名評議員の印鑑は、実印である必要はなく、印鑑登録証明書の添付も不要です。
（注２）申請書に押印する理事長の印鑑は、登記所に提出した印鑑（実印）を押印します。代理人が登記申請する場合には、理事長の印鑑は委任状に押印しているので、申請書には押印の必要はありません。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「登記」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」
Ⅲ　管理　４その他　 （４）その他
　
「監査事項」（抜粋）
３当該法人が登記しなければならない事項について期限までに登記がなされているか。
「チェックポイント」
○登記事項（資産の総額を除く）について変更が生じた場合、２週間以内に変更登記をしているか。
○資産の総額については、会計年度終了後３か月以内に変更登記をしているか。
＜指摘基準＞
・指導監査時点において、期限までに変更登記が行われておらず、かつ、変更登記の手続（法務局等への具体的な協議を含む。）を行われていない場合は文書指摘によることとする。
)

[bookmark: _Hlk536798830]（留２０）「定款変更の特別決議」について

「定款変更には評議員会の特別決議が必要です。」
・定款変更は、評議員会の特別決議で、評議員会への出席・欠席を問わず、議決に加わることができる評議員の三分の二（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上に当たる多数をもって行わなければなりません（法第４５条の９第７項の３）。
・本例の定款変更の特別決議の場合、本決議に特別の利害関係を有する評議員はゼロとすると、評議員総数７名ですので、議決に加わることができる評議員７名となり、出席評議員数に係らずその７名の三分の二以上ということは５名以上の賛成が必要となります。

[bookmark: _Hlk536798840]（留２１）「所轄庁の認可等」について

「軽微な定款変更であっても認可が必要です。」
[bookmark: _Hlk534653712]・定款変更については、所轄庁の認可又は所轄庁への届け出が必要とされます。本文例の場合は、認可が必要です（法第４５条の３６第２項、第４項）。 
・所轄庁の認可を要さない事項（届出で足りる事項）は、法第３１条第１項に定める必要的記載事項のうち、事務所の所在地（第４号）、資産に関する事項（基本財産が増加する場合に限る）（第９号）及び公告の方法（第１５号）の変更のみであり、相対的記載事項及び任意的記載事項の変更については、軽微な変更であっても所轄庁の認可が必要であることに留意する必要があります。

[bookmark: _Hlk534655321][bookmark: _Hlk534653753][bookmark: _Hlk534655361]（留２２）「議事録の署名」　「議事録署名人」について①（評議員会）

・定款に議事録署名人（議事録に署名又は記名押印することと定められた者をいう。）が定められている場合には、定款に従ってその署名又は記名押印が必要です。
・一方、評議員会の議事録への理事等の記名押印は、特に必要とはされていません。
 (
【参　考】
指導監査ガイドラインに、「議事録署名人」について、次の記載があります。
「指導監査ガイドライン」　
Ⅰ　法人運営　　3　評議員・評議員会 
 
（2） 評議員会の招集・運営
「監査事項」（抜粋）
３評議員会について、適正に記録の作成・保存を行っているか。
「チェックポイント」　 
 
○厚生労働省令に定めるところにより、議事録を作成しているか。
○議事録を法人の事務所に法定の期間備え置いているか。
＜指摘基準＞　（抜粋）
・定款に議事録署名人に関する規定がある場合に、当該規定による署名又は記名押印がなされていない場合
)
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２５
）
問　評議員会の議事録には、理事、監事又は評議員が記名押印する必要があるか。
答　１．評議員会の議事録は、評議員会の記録・証拠であるが、理事会の議事録のように出席理事等の署名又は記名押印から生ずる特別の法的効果（法第４５条の１４第８項参照）はないことから、法では、理事等の議事録への記名押印は、特に必要としていない（注１）。
２．しかし、議事録の原本を明らかにし、改ざんを防止する観点等から、評議員会の議事録についても、議事録作成者が記名押印を行うことが望ましいと思われる。
)
[bookmark: _Hlk536813876]（留２３）「押印」について

「必ずしも実印による必要はありません。」
[bookmark: _Hlk644201][bookmark: _Hlk534653903]・記名押印の印鑑は、議事録が登記手続との関係において実印が要請されている場合を除き、必ずしも実印による必要はありません。
[bookmark: _Hlk556434]・登記上、実印の押印と印鑑登録証明書の添付が求められる場合は、
· 理事長を選定した理事会議事録（＊１）
· [bookmark: _Hlk558069]不動産登記法上実印が要請されている場合（利益相反取引の承認決議等）（＊２）
[bookmark: _Hlk555009]です。

[bookmark: _Hlk644228]（＊１）
・議事録署名人が出席理事及び監事全員の場合は、全員が議事録に個人印（実印）を押印し、全ての印鑑について市区町村長発行の印鑑登録証明書を添付します。
・定款で、理事会議事録の署名人が理事長と定められている場合は、理事長が理事会議事録に、法務局に提出している理事長印（法人実印）を押印したときは、印鑑登録証明書の添付が不要となります（各種法人等登記規則５条、商業登記規則６１条４項）が、定款を提出する必要があります。この場合、監事が押印する印鑑は実印である必要はありません。
・一方、法務局に印鑑を提出した理事長が出席していない等、理事会議事録に法務局に提出している理事長印（法人実印）を押すことができない場合には、出席理事及び監事全員が議事録に個人印（実印）を押印し、全ての印鑑について市区町村長発行の印鑑登録証明書を添付します。
・よって、理事長が再任される場合、理事長が法務局に提出している理事長印（法人実印）を議事録に押印したときは、他の署名人は認印で済み、市区町村長発行の印鑑登録証明書を添付する必要はありません。
・新たに理事長を選定する場合、前理事長が理事として再任されて理事会に出席し、かつ、法務局に提出している理事長印（法人実印）を議事録に押印したときは、他の署名人は認印で済み、市区町村長発行の印鑑登録証明書を添付する必要はありません。
・理事長が退任（又は解任、死亡）し、新たに理事長を選定する理事会に前理事長が出席しない場合には、議事録には、理事長が法務局に提出している理事長印（法人実印）を押印することができませんので、署名義務者の出席理事及び監事全員が議事録に個人印（実印）を押印し、市区町村長発行の印鑑登録証明書を添付します。
（＊２）
・不動産の権利に関する登記を申請する場合、「登記原因について第三者の許可、同意又は承認を要するときは、当該第三者が許可し、同意し又は承認したことを証する情報」を申請情報とあわせて法務局に提供しなければならないとされており、例えば利益相反取引の承認決議を行った理事会の議事録がこれに該当します。

 (
（指導監査Ｑ＆Ａ問２１
）
問　評議員や役員の履歴書、就任承諾書や議事録署名人等の押印は、実印でなければならないのか。
答　法人の登記に当たって、実印を押印した書類や印鑑登録証明書を申請書類として求められた場合には、登記を行うためにこれらの書類が必要となるが、法人運営の観点からは、評議員や役員の履歴書や就任承諾書の押印は、必ずしも実印による必要はなく、法人監査においてもこれらの押印に使用された印鑑が実印であるかの確認は行わない（そのため、印鑑登録証明書の確認も不要である。）
)
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